
Ⅵ．高等教育を支える投資 … コストの可視化とあらゆるセクターからの支援の拡充 …

Ⅴ．各高等教育機関の役割等 … 多様な機関による多様な教育の提供 …

Ⅱ．教育研究体制 … 多様性と柔軟性の確保 …

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】

Ⅲ．教育の質の保証と情報公表 … 「学び」の質保証の再構築 …

多様な教員多様な学生 多様で柔軟な教育プログラム 大学の多様な「強み」の強化多様性を受け止める柔軟な
ガバナンス等

 必要とされる人材像と高等教育の目指すべき姿  高等教育と社会の関係

Ⅰ．2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 … 学修者本位の教育への転換 …

 18歳で入学する日本人を主な対象
として想定する従来のモデルから
脱却し、社会人や留学生を積極的
に受け入れる体質転換

→ リカレント教育、留学生交流の推進、
高等教育の国際展開

 実務家、若手、女性、外国籍など
の様々な人材を登用できる仕組み
の在り方の検討

→ 教員が不断に多様な教育研究活動
を行うための仕組みや環境整備
（研修、業績評価等）

 文理横断・学修の幅を広げる教育、

時代の変化に応じた迅速かつ柔軟
なプログラム編成

→  学位プログラムを中心とした大学制度、
複数の大学等の人的・物的資源の共有、
ICTを活用した教育の促進

 各大学のマネジメント機能や経営
力を強化し、大学等の連携・統合を
円滑に進められる仕組みの検討

 人材養成の観点から各機関の
「強み」や「特色」をより明確化し、
更に伸長

 全学的な教学マネジメントの確立
→ 各大学の教学面での改善・改革に資する取組に係る指

針の作成

 学修成果の可視化と情報公表の促進

 設置基準の見直し
（定員管理、教育手法、施設設備等について、
時代の変化や情報技術、教育研究の進展等を
踏まえた抜本的な見直し）

 認証評価制度の充実
（法令違反等に対する厳格な対応）

高等教育機関への進学者数と
それを踏まえた規模

国公私の役割

地域における高等教育

 歴史的経緯と、再整理された役割を踏まえ、
地域における高等教育の在り方を再構築し
高等教育の発展に国公私全体で取り組む

 国立大学の果たす役割と必要な分野・規模に
関する一定の方向性を検討

 将来の社会変化を見据えて、社会人、
留学生を含めた「多様な価値観が集まる
キャンパス」の実現

 学生の可能性を伸ばす教育改革の
ための適正な規模を検討し、教育の質
を保証できない機関へ厳しい評価

【参考】2040年の推計
• 18歳人口：120万人（2017）

→ 88万人（現在の74%の規模）
• 大学進学者数：63万人（2017）

→51万人（現在の80%の規模）

 各学校種（大学、専門職大学・専門職短期大学、短期大学、高等専門学校、専門学校、大学院）
における特有の課題の検討

 転入学や編入学などの各高等教育機関の間の接続を含めた流動性を高め、より多様なキャリア
パスを実現

 国力の源である高等教育には、引き続き、公的支援の充実が必要

 社会のあらゆるセクターが経済的効果を含めた効果を享受することを踏まえた
民間からの投資や社会からの寄附等の支援も重要（財源の多様化）

 教育・研究コストの可視化

 高等教育全体の社会的・経済的効果を社会へ提示

公的支援も含めた社会の負担への
理解を促進
→ 必要な投資を得られる機運の醸成

Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の
規模や地域配置 … あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」 …

 普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に付けていく

 時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力を持って
社会を改善していく資質を有する人材

予測不可能な時代
を生きる人材像

学修者本位の
教育への転換

 「何を学び、身に付けることができたのか」＋個々人の学修成果の可視化
（個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムを構築する教育からの脱却）

 学修者が生涯学び続けられるための多様で柔軟な仕組みと流動性

2040年頃の社会変化
国連:SDGs「全ての人が平和と豊かさを享受できる社会」
Society5.0 第4次産業革命 人生100年時代 グローバル化 地方創生

→ 国立大学の一法人複数大学制の導入、経営改善に向けた指導強化・撤退を含む
早期の経営判断を促す指導、国公私立の枠組みを越えて、各大学の「強み」を活かした
連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）」制度の導入、学外理事の登用

 複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が
各地域における将来像の議論や具体的な連携・
交流等の方策について議論する体制として
「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築

→ ・ 単位や学位の取得状況、学生の成長実感・満足度、
学修に対する意欲等の情報

・ 教育成果や大学教育の質に関する情報
の把握・公表の義務付け

→ 全国的な学生調査や大学調査により整理・比較・一覧化

 教育と研究を通じて、新たな社会・経済システムを提案、成果を還元

 多様で卓越した「知」はイノベーションの創出や科学技術の発展にも寄与

 雇用の在り方や働き方改革と高等教育が提供する学びのマッチング

「個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会」に貢献

教育の質保証システムの確立

「知識の共通基盤」

研究力の強化

産業界との協力・連携

地域への貢献

平成30年11月26日
中 央 教 育 審 議 会 ㉙
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予測困難な時代を生き抜く自律的な学修者を育成するためには、学修者本位の教育への転換が必要。
そのためには、教育組織としての大学が教学マネジメントという考え方を重視していく必要。

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
 学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証として機能するよう、ＤＰを具体的かつ明確に設定

積極的な説明責任

Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
 一人一人の学生が自らの学修成果を自覚し、エビデンスと共に説明できるようにするとともに、DPの見直しを含む教育改
善にもつなげてゆくため、複数の情報を組み合わせて多元的に学修成果・教育成果を把握・可視化

 大学教育の質保証の根幹、学修成果・教育成果の把握・可視化の前提として成績評価の信頼性を確保

学位プログラム共通の考え方
や尺度（アセスメントプラン）に
則り、大学教育の成果を点
検・評価

ルーブリック、ＧＰＡ、
学修ポートフォリオ

社会からの信頼と支援

学⾧のリーダーシップの下、学位プログラム毎に、以下のような教学マネジメントを確立することが求められる。

Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
 明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支える構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を
編成

 授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件について検証が必要
 密度の濃い主体的な学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、同時に履修する授業科目数
の絞り込みが求められる

 学生・教員の共通理解の基盤や成績評価の基点として、シラバスには適切な項目を盛り込む必要

 DPに沿った学修者本位の教育を提供するために必要な望ましい教職員像を定義
 対象者の役職・経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤを、教育改善活動としても位置付け、組織的かつ体系的に実施
 教学マネジメントの基礎となる情報収集基盤である教学ＩＲの学内理解や、必要な制度整備・人材育成を促進

Ⅳ

教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
基
盤

（
Ｆ
Ｄ
・
Ｓ
Ｄ
、
教
学
Ｉ
Ｒ
）

「教学マネジメント指針」概要

○ 大学がその教育目的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立にも密接に関わる重要な営みである。

○ その確立に当たっては、教育活動に用いることができる学内の資源（人員や施設等）や学生の時間は有限であるという視点や、学修者本位の教育の実現のためには大学の時間構造を「供給

者目線」から「学修者目線」へ転換するという視点が特に重視される。

教学マネジメント
とは

○ 学修者本位の教育の実現を図るための教育改善に取り組みつつ、社会に対する説明責任を果たしていく大学運営すなわち教学マネジメントがシステムとして確立した大学運営の在り方を示す。

○ ただし、教学マネジメントは、各大学が自らの理念を踏まえ、その責任でそれぞれの実情に応じて構築すべきものであり、本指針は「マニュアル」ではない。

○ 教育改善の取組が十分な成果に結びついていない大学等に対し、質保証の観点から確実に実施されることが必要と考えられる取組等を分かりやすく示し、その取組を促進することを主眼に置く。

○ 本指針を参照することが最も強く望まれるのは、学長・副学長や学部長等である。また、実際に教育等に携わる教職員のほか、学生や学費負担者、入学希望者をはじめ、地域社会や産業界

といった大学に関わる関係者にも理解されるよう作成されている。

「学位プログラム」レベル

シラバス、カリキュラムマップ、
カリキュラムツリー、ナンバリン
グ、キャップ制、週複数回授業、
アクティブ・ラーニング、主専
攻・副専攻

「授業科目」レベル

教学マネジメント
指針とは

項目の例は
別途整理

Ⅴ 情報公表
 各大学が学修者本位の観点から教育を充実する上で、学修成果・教育成果を自発的・積極的に公表していくことが必要
 地域社会や産業界、大学進学者といった社会からの評価を通じた大学教育の質の向上を図る上でも情報公表は重要
 積極的な説明責任を果たすことで、社会からの信頼と支援を得るという好循環の形成が求められる

「大学全体」レベル

三つの方針
「卒業認定・学位授与の方針」（DP）、「教育課程編成・実施の方針」（CP）、「入学者受入れの方針」（AP）

教学マネジメントの確立に当たって最も重要なものであり、学修者本位の教育の質の向上を図るための出発点

Ⅰ～Ⅴの取組を、大学全体、
学位プログラム、授業科目の
それぞれのレベルで実施しつつ、
全体として整合性を確保。

㉚
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 デジタルトランスフォーメーションやグローバル化の進展により、世界的規模で激しく社会と価値観が変化している中で、大学は教育と研究の
本来的な機能の発揮を通じて、社会の将来的な発展を支え、推進する基盤となるものである。そして、大学が知識集約型の価値創造システムの
中核として機能し、変革の原動力となることが期待される。

 2040年に向けた高等教育のグランドデザイン答申（平成30年11月中央教育審議会）においても、「学生と教員を擁している大学が、自由な発
想をその源泉とし、教育と研究を一体不可分のものとして人材育成と研究活動を行っている仕組みが「知識の共通基盤」として社会を支えてい
る」と述べており、教育と研究を両輪とする大学教育の重要性とともに、さらなる人材育成と持続的なイノベーションの創出を進めていくため
にも、大学の研究力を引き上げていくことが重要である。

教育と研究を両輪とする高等教育の在り方について（審議まとめ）概要
~教育研究機能の高度化を支える教職員と組織マネジメント~

大学教員の意識 教育と研究を両輪とするバランス

大学教員は、教育者の側面と研究者の側面を併せ持つが、研究志向が
強い傾向。
 教育に比べて研究への関心が高く、教育と研究の両立は困難と考える割合

が高い。
 研究面のディシプリンに対する意識が高い一方で、社会貢献や異分野交流

への意識が必ずしも高い者ばかりではない。
 他分野や事務職員らと協働するといった意識が必ずしも高くない。
 教員の管理運営業務に係る負担が大きく、教育研究活動に専念する時間の

確保が難しい。

教育と研究のバランスの捉え方は、学部・大学院・専門職・短大の
各課程でも多様。
 大学、部局、教員それぞれのレベルで、「教育」と「研究」のバランス

は異なるもの。
 授業の場において、教員自らが直接的に多くの学生と徹底的に議論を交

わすことで、学生とともに学び、教員自身にとっても新たな気付きや、
アイデアを生み出す研究活動の一端を担ってきた。

 教育と研究の軸足の置き方が異なる教員がチームとして教育課程を編成
し、両輪とする大学教育が成り立つ。

大学教員の在り方

教員一人一人が生き生きと熱意をもって教
育研究活動に打ち込むことが重要。
 教員の流動性やダイバーシティの確保が依然

として課題。
 研究業績重視、年功序列の安定的な雇用など

、大学のミッションに応じた教員評価は十分
とは言えない。

教育研究機能の活性化

学生の履修科目数が多く、チームによる教
育研究活動が十分でない。
 教員個々の研究主題を重視するあまり、授業

科目数が細分化・過剰。
 組織的に教育研究の活性化を図るため、部局

内外の同僚教員との日常的な意見交換やチー
ムティーチングが不可欠。

大学の組織マネジメント

大学運営における時間マネジメントの意識と管理運
営業務の見直しが急務。
 大学教職員の管理運営業務等に関する負担が増大。
 管理運営業務の権限をマネジメント層に集約・移譲や

、業務そのものの効率化が必要。
 コロナ禍を経験し、教職協働、事務職員等の役割の重

要性を再認識。

大学における「教育」と「研究」の両輪に関する現状・課題

目指すべき方向性 大学内外の人的・物的リソースを様々に組み合わせ、総合的に教育研究機能を最大化し、教育・研究・社会貢献
を実行する。

令和3年2月9日
中央教育審議会大学分科会 ㉛

116



教育と研究を一体不可分とした人材育成の在り方

教育研究活動では、学生を主役として、教員間の連携、TA・RA制度の活用を通じた活性化
など、各場面においてチームとして取り組むことが重要。
 教育課程の編成において、組織的に授業を担当する教員間の連携、チーム・ティーチングを実施

。この際、教員中心に細分化された授業科目の統合等により、教員も学生も一つの科目に注力し
、研究分野の異なる教員間、教員と学生が対話する機会を推進し、新しい知を創出。

 例えば、学生参加型のFD等の導入・定着、教育評価プロセスに学生が参画するなど学生中心の教
育改革の視点が重要。一方、学生は、自ら意欲的・主体的に学び、成⾧していくことが必要。

 TA・RAの処遇改善を前提に、TAの役割強化による直接的な授業支援などにより、学生の学習の
深化や教員の授業負担軽減を図る。RAの活用や技術職員・URAを戦略的に育成・配置。

「教育」と「研究」を両輪とする高等教育の活性化に向けた方向性

社会の発展 人材育成 イノベーション社会実装

教育研究を担う大学教職員の在り方

教員のダイバーシティ、評価の実質化、高度専門職人材の役割の重要性。
 各大学のミッションに基づき募集段階で求める人材像を明示（教育重視や研究重視な

ど）し、教員組織のダイバーシティを実現。
 テニュアトラック制の活用など、厳正な審査を経て若手・シニア教員を確保。
 内部質保証の一環として、教員の業績を適正に把握、定期的な評価を実施し、大学の

ミッション実現のため結果を活用。
 各大学は、教員評価として研究業績のみならず教育業績、研究指導実績などを評価軸

とする。教員が自らの研究が学生の教育に活かされているのか自己評価し、部局⾧、
同僚、学生等の多面的な評価を実施。

 教育研究活動を支える重要なプレーヤーである高度専門職人材（URA等）の育成、役
割や位置付けの明確化、人事給与体系の見直しなど、真の教職協働を実現。

大学教育のニューノーマルに向けて

コロナ禍の経験を活かした新たな時代の大学教育へ
転換。
 授業科目の精選・統合、反転授業など密度の濃い教育

内容・方法に変革し、学生の学習時間を増加。
 一方向の講義スタイルから学生が議論し考える学習ス

タイルへ変化。
 新たなハイブリッド型授業による教育方法の確立・定

着に向けた支援。
 ニューノーマルに対応した国際交流の在り方。

組織マネジメントの確立・推進

大学のビジョンや将来計画を共有し、組織全体でマネジメントを確立することが重要。時間マネジメントという観点も必要。
 教員が教育研究活動に専念できるよう、教員が携わっている管理運営業務の見直し、会議運営・体制や事務作業等の改善・効率化を図るとともに、大学構成員

の職務分担（権限と責任）の明確化など、民間企業等の取組も参考に実施。それによりサバティカル制度の活用なども期待。
 マネジメントの一環として、教職員の人事評価とともに、学部・研究科などの部局単位での評価を実施。（内部質保証の確立）
 組織マネジメントを推進するため、アカデミア中心から事務職員など多様な構成員によるダイバーシティマネジメントの実現。
 マネジメントの基盤として活動全体を横断的・俯瞰的に捉えた「大学運営IR体制」を構築。様々なマネジメントを組み合わせて取り組むことが一層重要。

大学運営を担う事務職員への期待

事務職員の役割の明確化とマネジメント層への参画推進。
 事務職員の資質・能力の向上により、大学の教育研究機能の活性

化に貢献。
 大学経営の観点からも、事務職員が管理運営業務を担う存在であ

るという考え方への転換が必要。
 事務職員の果たす役割が多様化し、期待が高まる中、役割の明確

化と名称を含めた見直しにより、大学経営やマネジメント層の中
核となる人材として活躍することを期待。

 各大学で事務職員の役割や業務の魅力化を高め、戦略的な採用・
育成計画を策定し、大学経営人材育成等の研修や教育プログラム
を通じて、職員自らの意識改革と高度化・専門性を向上。
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これからの時代の地域における大学の在り方について －地方の活性化と地域の中核となる大学の実現－
（令和３年12月 中央教育審議会大学分科会 審議まとめ）

はじめに

（現状）
地域社会の活力の低下・多極分散型の国家形成の必要性・18歳人口の減少・
地方部を中心に大学の定員未充足

（検討に当たっての認識）
・「地域の中核となる大学」の実現が、我が国社会全体の変革の駆動力となる。
・地域は様々な課題が生じる最前線。地方大学振興にも資する。
・「地域」の範囲は多様で、地域や大学の関係者での議論が求められる。

（地域における大学の役割）
地域において大学が果たす重要な役割
①人材育成機関としての役割（必要不可欠な分野の従事者、地

域産業のＤＸやグローバル化を推進する人材、地域社会を活
性化する人材）

②高度な研究能力を有する機関としての役割
（産業界等との連携、地域の発展や課題解決に資する取組の

実行）
③地域の文化・歴史を発展・継承する役割（地域の魅力の発信）
④知と人材のハブとしての役割（海外等の他地域との窓口）

１．地域における大学の役割とこれまでの取組 ２．地域における大学を取り巻く状況と「地域の中核となる大学」の必要性
（大学にとっての地域の魅力）

学修のフィールド、様々な経験の場、イノベーション創出のきっかけとなる地域課題の宝庫、ＤＸ・グローバル
化の最前線

※地域における大学の振興を若者の流出抑止の手段としてのみ捉えるのでなく、国内外の人材の流動性を高め、
日本の大学界や各地域が活性化していくという視点

（「地域の中核となる大学」に求められるもの）
産学官連携、人材が集まる「魅力のある地域」、地域の課題解決や地域経済の発展を支え地域に貢献
する「地域の中核となる大学」を目指す取組が必要

※「地域の中核となる大学」の在り方は地域の関係者に活発に議論されるべき。地域社会における各大学の
必要性が明確になることが重要。

※必ずしもその地域に所在する大学にのみ求められるものではない。

「①学修面での課題」 「②イノベーション創出上の課題」 「③連携上の課題」 等が指摘

３．地域ならではの人材育成の推進
＜大学＞

・卒業生に関する基礎データの収集・分析・共有
・実践的な長期インターンシップ
・地方公共団体や企業が実施する奨学金の返還支援

の活用
・短期集中型のプログラム構築 等

＜国＞
・全国的な卒業後の学生の地域別・分野別就職状況

等の基礎データの収集 等
＜地方公共団体・産業界等＞

・大学への講師派遣、寄附金・寄附講座の提供 等
※ 現在の延長線上で地域産業に役立つ人材だけでなく、地域の

社会産業構造を変革し、ＤＸやグローバル化へと導いていくよう
な人材の育成も必要。

＜大学＞
・地方公共団体や産業界との窓口となる教職員・ＵＲＡの配置

推進
・大学院教育と学部教育の緊密・実質的な連携
・ジョブ型研究インターンシップの実施 等

＜国＞
・社会変革等につながる産学官連携による研究開発や社会

実装を促進する拠点形成支援
・アントレプレナーシップ教育の充実、創業準備段階からのコ

ンサルティング等の経営人材との連携支援
・「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」を形成する大学施設

等の整備推進 等
＜地方公共団体・産業界等＞

・高等教育担当部署の創設や大学連携担当職員の配置 等

４．地域ならではのイノベーションの創出 ５．連携の推進
＜大学＞

・学長のリーダーシップの発揮による強みと特色の分
析及び発信・広報

・高等学校など地域の初等中等教育機関等との連携
等

＜国＞
・地域連携プラットフォームや大学等連携推進法人等

に関する優れた取組事例についての周知広報
等

＜地方公共団体・産業界等＞
・コーディネーターの発掘・育成・活用
・高等教育担当部局の設置
・地方公共団体の総合計画等への大学を活用した地

方創生に関する取組の位置付け 等

（大学と地域に関する概念整理）

本稿における「地域における大学」
＝「地域に根差した」「地域に所在する」という地域との機能的な関係性に着目

※「地方」は地理的な性質（主として「東京圏」以外）を表す場合に用いる。
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新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）概要

令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会背 景

○ 「大学設置基準」「大学設置認可審査」「認証評価」「情報公表」という我が国の公的な質保証システムは、事前規制型と事後チェック型それぞれの長所を組
み合わせた形で設計されており、一定程度機能している。

○ しかしながら、３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課程編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）に基づく教育の実質化を進める必要がある
という指摘や、グローバル化やデジタル技術の進展に対応する必要があるという指摘、新型コロナウイルス感染拡大を契機とした遠隔教育の普及・進展を踏まえ
た対応を行う必要がある等の指摘がある。

⇨ 大学における国際通用性のある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、
①最低限の水準を厳格に担保しつつ、 ②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく ことが求められている。

質保証システムで保証すべき「質」

・学校教育法の規定に照らすと「教育研究の質」
・「学生の学びの質と水準」とともに、教育と研究を両輪とする大学の在り方
を実現する観点からは、持続的に優れた研究成果が創出されるような研究環境
の整備や充実等についても一定程度確認する必要。

改善・充実の方向性

２つの検討方針 ：①学修者本位の大学教育の実現
②社会に開かれた質保証の実現

４つの視座 ：①客観性の確保 ②透明性の向上
③先導性・先進性の確保（柔軟性の向上） ④厳格性の担保

※それぞれの視座は背反関係にあるものではなく、相互に関係し合うものであることに留意が必要

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○学位プログラムの３つのポリシーに基づく編成、学位プログラムを基
礎とした内部質保証の取組、内部質保証による教育研究活動の不断の
見直しが求められることを明確化。

【客観性の確保】
○分散して規定されている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一
体的に再整理。

○「一の大学に限り」という「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮
称）と改め、設置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり一定以
上の授業科目を担当する常勤以外の教員について一定の範囲まで算入
を認める。※教育研究の質の低下を招かないよう制度化に当たっては留意。

○「図書」「雑誌」等を電子化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理。
○大学設置基準上、教育を補助する者について明示的に規定。
○実務家教員の定義の明確化や大学名称の考え方を周知。 等
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位当たり時間
は標準時間であることの明確化など単位制度運用の柔軟化。

○機関として内部質保証等の体制が機能していることを前提とした教育
課程等に係る特例制度の新設。
例）遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換上限（60単位）、

授業科目の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等

○校舎等施設は、多面的な使用等も想定し、機能に着目した一般的な規
定として見直し。

○スポーツ施設等を各大学の必要性に応じて整備できるよう見直し。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○内部質保証について、自己点検評価
結果による改善を評価し公表する形
へと充実。

○学修成果の把握・評価や、研究環境
整備・支援状況の大学評価基準への
追加。

【客観性の確保】
○多様性に配慮しつつ認証評価機関の
質保証に資する取組の推進。

【透明性の向上】
○各認証評価機関の評価結果の一覧性
を持った公表の検討。

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○内部質保証の体制・取組が特に優れ
た大学への次回評価の弾力的措置。

○法令適合性等について適切な情報公
表を行っている大学への法令適合性
等に関する評価項目や評価手法の簡
素化などの措置。 等

【厳格性の担保】
○不適合の大学の受審期間を短縮化
（例：３年）。

＜改善・充実の方向性＞
○「教学マネジメント指針」を踏まえ、認証評価におい
て大学の情報公表の取組状況を確認。
○「大学入学者選抜に関すること」等を学校教育法施行
規則に規定する各大学が公表すべき項目に追加。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○遠隔授業に関するガイドラインの策定
○大学運営の専門職である事務職員等、質保証を担う人
材の資質能力を向上させる観点から、ＳＤ・ＦＤの取
組等を把握・周知

【客観性の確保】
○設置認可審査を経て認められた分野の範囲内なら大学
の判断で新たな学位プログラムが実施可能であること
を周知。
○修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、
厳密に４年間在籍することを求めるものではないこと

を明確化。 等
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○基盤的経費の配分や設置認可申請等における定員管理
に係る取り扱いについて、現行で入学定員に基づく単
年度の算定としているものは、収容定員に基づく複数
年度の算定へと改める（成績管理の厳格化・明確化と
両立が図られるように留意）。 等

（４）その他の重要な論点

（１）大学設置基準・設置認可審査 （２）認証評価制度 （３）情報公表
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■2040年を見据えた大学院教育のあるべき姿

「知のプロフェッショナル」の育成を大学院が中心的に担う。

① 学部段階で身に付けることが求められる論理性や批判的思考力、コミュニケーショ
ン能力等の普遍的なスキル、リテラシーのいずれも高い水準で身に付けているこ
と

② 自ら課題を発見し仮説を構築・検証する力等の、大学院でこそ身に付けることが期
待される、社会を先導する力、様々な場面で通用するトランスファラブルな力

③ 各セクターを先導できる複数の領域にわたる高度な専門的知識
が求められ、あわせて、STEAM※、データサイエンス、幅広い教養が必要。

Society5.0の実現等、2040年頃の社会変化に対応するため「知の
プロフェッショナル」が諸外国と遜色ない水準で活躍することが必要

しかし現状は数々の問題点が・・・
・諸外国に比べ修士・博士学位取得者の割合が低い（修士は約1/3、博士は

約1/2、特に人文・社会科学で低い）にもかかわらず、入学定員の未充足
が常態化

・大学の強みや特色を踏まえた人材養成が出来ているとは言い難い状況
・博士後期課程は、大学院のカリキュラムと社会や企業の期待との間にギャ

ップがあるとの指摘
⇒こうした課題がキャリアパスに対する不安を招き、大学院への進学を躊躇

出典:科学技術指標2018

人口100万人当たりの修士学位
取得者数の国際比較

～社会を先導する人材の育成に向けた体質改善の方策～ (審議まとめ) 概要

2040年の社会の需要に応えていくためにも
早急に「大学院教育の体質改善」が必要

４つの人材養成機能 ①研究者養成
②高度専門職業人養成
③大学教員養成
④知識基盤社会を多様に支える

高度で知的な素養のある人材の養成

各大学院がそれぞれの強み・特色を
活かして人材養成目的を見直した上で

、
以下の取り組みを行う。

■学位プログラムとしての大学院教育を確立し、大学院教育の実質化をさらに進めるため、三つの方針の策定・
公表を義務付ける。

「学位授与の方針」
三つの方針 「教育課程編成の方針」

「入学者受入れの方針※ 」

三つの方針に基づき､養成する人材像等を学修者や大学外に
提示するとともに、自ら継続的に検証・改善することで学
位の質を保証する。（内部質保証の確立）

■人材養成目的に即して教育研究組織を柔軟に見直す。特に、学生の進路に責任を負う観点から、修了者の実態
の把握・追跡等を踏まえ、進路の確保が見込めない専攻等について、定員縮小や社会的ニーズの高い専攻等へ
の振替を含む見直しが必要。

１三つの方針を出発点とした学位プログラムとしての大学院教育の確立

２ ３各課程に共通して求められる
教育の在り方

各課程ごとに求められる
教育の在り方

４

５

６

７

今後に向けて
■大学院改革の優れた取組を｢卓越大学院プログラム｣を通じて支援
■大学院全体の課程の在り方（博士後期課程レベルの高度専門職業人養成を

含む）について引き続き検討

■学修課題を複数の科目等を通して体系的
に履修し、基礎的素養と専門知識の応用
力等を培うコースワークの充実
(「博士課程教育リーディングプログラム」の
優れた取組の普及､「卓越大学院プログラム」
等を通じた優れた事例の創出･普及)

■専門的知識と普遍的なスキル・リテラシ
ー等を身に付ける取組として、ダブルメ
ジャー、メジャー・マイナーや、「学部
・研究科等の組織の枠を超えた学位プロ
グラム」等の活用

■国際的に切磋琢磨する環境を構築する観
点から、ダブル・ディグリー、ジョイン
ト・ディグリー等の推進

【修士課程】※｢高度専門職業人｣｢高度で知的な素養のある人材｣の養成が主たる目的
■学部段階教育との有機的な接続、高度・広範な専門的能力と高度の汎用的

能力、職業社会で活用可能な実践的研究能力の育成等
(大学院設置基準で定められた修了に必要な単位数を超えた授業科目等の実施を含む)

学位授与の在り方
■研究指導体制の強化と学位審査の透明性・公平性の確保

（学修成果・学位論文の評価、修了認定の基準の公表）
■博士論文研究基礎力審査の在り方の検証 など

優秀な人材の進学の促進
■入学者選抜の改善（「入学者受入れの方針」に沿った大学院入試の改革、大

学院入学者選抜実施要項の見直し）
■修士課程等の学生に対するリクルートの改善(博士の魅力等の発信､ロー

ルモデルの提供､進学の意思決定タイミングを踏まえた経済的支援の制度設計)
■在学中に必要な学費や経済的支援の見通し提示の努力義務化 など

博士後期課程修了者の進路の確保とキャリアパスの多様化
■博士課程修了者の活躍状況・処遇の可視化（産業界での幹部職員の学

位取得状況、賃金や昇進状況等について情報収集・発信）
■キャリア構築に係る大学としての組織的支援 など

リカレント教育の充実
■実践的な教育プログラムの展開
■社会人の時間的･空間的障壁を低下させる取組促進
■履修時間・学事暦の工夫や、履修証明プログラム等の活用等 など

※STEAM＝Science, Technology, Engineering, Art, Mathematics

【博士課程】
■区分制博士課程の適切な運用、社会の求める教育とのミスマッチの解消（

主専攻以外の科目の体系的履修、実務家教員による実践的教育、企業等メンターの活
用等）、プレFD実施・情報提供の努力義務化、国際感覚を養う取組、産
業界との共同研究等

【専門職大学院における課程】
■コアカリキュラムの策定状況や教育課程への反映状況等の国による把握・

情報発信、実務家教員向けFDの充実、教育課程連携協議会を活用した実
務家教員の能力の確認､国際的な評価機関による認証の促進に向けた検討

■体系的な教育プログラムの確立､身に付く能力の可視化､社会ニーズ
に対応した新たなタイプの人材養成目的の模索､キャリアパス開拓

■理工系の優れた取組の取り入れ、「学部・研究科の枠を超えた学位
プログラム」への参画 など

８人文・社会科学系大学院の課題とその在り方

博士課程教育リーディングプログラムでは、①大学院教育の実質化、②経済的支援、
③国際経験を積む機会の充実、④産業界と連携した教育研究等が進んだものの・・・

※平成23年に義務化済み

※研究室の状況が変化する中で、研究環境の確保について別途検討が必要

人口100万人当たりの博士学位
取得者数の国際比較

平成31年（2019年）１月22日
中央教育審議会大学分科

会
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１．大学入学者選抜のあり方と改善の方向性

① 当該大学での学修・卒業に必要な能力・適性等の判定
② 受験機会・選抜方法における公平性・公正性の確保
③ 高等学校教育と大学教育を接続する教育の一環としての実施

（１）大学入学者選抜に求められる原則

（３）入試システム全体に目配りした検討の重要性

大学入試のあり方に関する検討会議提言（令和３年７月８日） 概要

２．記述式問題の出題のあり方 ３．総合的な英語力の育成・評価のあり方
（１）出題の実態や大学の意見

✔各大学の個別入試で記述式を充実すべきとの意見が多い

（３）記述式問題の出題の推進策

（２）記述式問題の推進の考え方

✔大学入試センター、大学との連携・協働により、問題作成・採点の工夫事例を提供

（１）英語資格・検定試験の活用の実態や大学の意見

（３）総合的な英語力評価の推進策

（２）総合的な英語力評価の推進の考え方

✔ （共通テストへの導入に関する諸課題の克服の困難性を考えると、）各大
学の個別試験や総合型・学校推薦型選抜で自らの考えを論理的にまとめ表
現する能力の評価を推進

✔大学独自に読む、書く、聞く、話すの総合的な英語力テストを開発すること
は難しく、資格・検定試験の活用の推進が必要

✔（「大学入試英語成績提供システム」の導入に関する諸課題の克服の困難性
を考えると、）対象試験、スコアの扱いは大学が判断し、総合的な英語力評
価を推進

検討経緯 ✔高校・大学関係団体の代表者や有識者を構成員とし、令和２年１月～令和３年６月まで、計28回実施（大臣臨席の下、月２回ペースで実施）

✔地理的・経済的事情や障害者への配慮等について、文科省が主導して試験実施団
体・高大の関係者による恒常的な協議体を設置

✔各大学の個別入試や総合型・学校推薦型で活用すべきとの意見が多い。

（２）意思決定のあり方
✔議論の透明性、データやエビデンスの重視、工程の柔軟な見直し 等

４．地理的・経済的事情、障害者等への対応
（１）受験機会における地理的・経済的条件等への配慮

✔特別選抜等の促進（好事例の公表など）
例）養護施設出身者対象選抜、地域枠・離島枠、進学第一世代対象奨学金 等

✔受験から入学に至るプロセスへの支援等
入学金納付時期の猶予・減免等の柔軟な配慮、生活福祉貸付金制度等の周知

（２）障害者への合理的配慮の充実

５．新学習指導要領への対応等

（１）秋季入学等への対応

✔令和６年度実施の大学入学共通テストは、引き続き、思考力・判断力等を重視、
教科「情報」を新設

✔必要なスリム化を実施（６教科30科目→７教科21科目）

✔多様な学生を多面的に評価するため総合型・学校推薦型選抜などで選抜す
る方向が適当

（２）デジタル化の推進
✔共通テストの電子出願の早期導入、オンライン面接やCBT研究開発等の推進

✔大学入試実態調査の継続実施

６．コロナ禍での状況変化を踏まえた改革

７．大学入試の実態把握・公表・検討体制
✔合否判定の基準、試験問題、男女別入学者数等の各大学による公表

✔共通テストは安定的で確実な実施を重視、個別試験は各大学が必要
とする能力・適性等の評価を一層重視

✔記述式の出題や総合的な英語力の評価、多様な背景を持つ学生の受入れ、入学時期や修学年限の多様化への対応等については、好事例を認定・公表するとともに、
その結果も活用し、インセンティブの付与を検討
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基本的な考え方
▶国立大学等に求められる役割

○ 国立大学等の役割として「教育研究の機能強化」と「地域・社会・世界への貢献」が求められており、そのためには社会の様々な人々との連携に
より、創造活動を展開する「共創」の拠点の実現を目指すことが必要。

▶施設整備の方向性 キャンパス全体を イノベーション・コモンズ（共創拠点）へ

＜イノベーション・コモンズ実現に向けた今後の取組＞
・国立大学等施設は全国的に配置された我が国最大の知のインフラであり、最大限活用。
・効率的な施設整備により老朽改善整備の加速化とともに新たなニーズに対応した機能強化を図る。
・ポストコロナ社会を見据えたDXの加速化をはじめ、国土強靱化やカーボンニュートラルに向けた取組、バリアフリーなども含めダイバーシティに配慮

した施設整備を推進するとともに、施設マネジメントの取組と多様な財源の活用を一層推進。

産業界との共創
・共同利用できるオープンイノベーション

ラボの整備
・キャンパスを実証実験の場として活用

教育研究の機能強化
・学修者中心に捉えた人材育成
・世界をリードする最先端研究の推進、研究の活性化
・先端・地域医療を支える病院機能充実、国際化のさらなる進展

地方公共団体との共創
・災害時にも活用できるインフラの強靱化
・地方創生の連携拠点整備
・地域との施設の相互利用

他大学や企業等との
オープン・ラボ

構内道路を活用した実証実験
出典:https://www.kyushu-u.ac.jp

/ja/topics/view/1152

地域への公開講座地元企業との交流会学生同士のアクティブ・
ラーニング

ICTによる
コミュニケーション

国際寮における
日常的な国際交流

整備内容 総面積:860万㎡ 所要経費:約１兆500億円

保有する施設を最大限に有効活用するため
○従来の改修サイクルを⾧寿命化のライフサイクルへ転換
○「戦略的リノベーション」による老朽改善で機能向上と⾧寿命化を図る

【老朽改善整備】 約785万㎡（大規模 225万㎡ 性能維持 560万㎡）

（多様な財源を含む）

【ライフライン更新】事故の未然防止・災害時の継続性の確保
配管・配線:約1,900km 設備機器:約1,800台

【新 増 築整 備 】新たな教育研究ニーズへの対応 約30万㎡
【附属病院整備】先端・地域医療の拠点を計画的に整備 約45万㎡

実施方針
○ 国立大学等の活動の重要な基盤となる施設整備は「未来への投資」であり、文部科学省と国立大学法人等が連携し取組を推進。

第５次国立大学法人等施設整備５か年計画（令和3～7年度）（令和3年３月 文部科学大臣決定）

第６期科学技術イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）（抄）国立大学法人等（国立大学法人、大学共同利用機関法人及び国立高等専門学校を指す。以下同じ。）の施設については、
キャンパス全体が有機的に連携し、あらゆる分野、あらゆる場面で、あらゆるプレーヤーが共創できる拠点「イノベーション・コモンズ 」の実現を目指す。こうした視点も盛り込んで国が国立大学法人
等の全体の施設整備計画を策定し、継続的な支援を行うとともに、国立大学法人等が自ら行う戦略的な施設整備や施設マネジメント等も通じて、計画的・重点的な施設整備を進める。
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123

目的 今後の高等教育機関の機能・役割、教育の在り方、振興策について審議を行う。

（１）総合知の創出・活用を目指した文理横断・文理融合教育、
ダブルメジャー、メジャー・マイナー等による学修の幅を広げる
教育の推進、初等中等教育における学びの変化や文理分断の改善に
対応した大学の在り方

（２）各大学において、密度の濃い主体的な学修を可能とする学修者本位
の教育の実現、ディプロマ・ポリシーに定める卒業生の資質・能力
を保証する「出口の質保証」が徹底され、社会との「信頼と支援の
好循環」を形成する仕組みづくり

（３）大学の「強み」と「特色」を生かした連携・統合、再編等による
地域における学修者のアクセス機会の確保や学生保護の仕組みの
整備、国公私の役割等を踏まえた高等教育の規模の在り方

等

第11期 中央教育審議会 大学分科会 大学振興部会 令和４年５月17日設置

越智 光夫 広島大学⾧
永田 恭介 筑波大学⾧、国立大学協会会⾧
日比谷 潤子 学校法人聖心女子学院常務理事
村岡 嗣政 山口県知事
村田 治 関西学院大学⾧、学校法人関西学院副理事⾧、

私立大学連盟副会⾧
吉岡 知哉 独立行政法人日本学生支援機構理事⾧
大森 昭生 共愛学園前橋国際大学学⾧
川嶋 太津夫 大阪大学スチューデント・ライフサイクルサポート

センター・センター⾧
小林 弘祐 学校法人北里研究所理事⾧、私立大学協会副会⾧
清家 篤 日本私立学校振興・共済事業団理事⾧
曄道 佳明 上智大学⾧、私立大学連盟副会⾧
古沢 由紀子 読売新聞東京本社編集委員
益戸 正樹 UiPath株式会社特別顧問、株式会社肥後銀行社外取締役

現状
・

課題

• 教学マネジメント指針等を踏まえた教育改善の努力を行っている大学と改善の努力が不十分な大学とに二極化しているとの指摘
• 中教審のみならず、各種政府会議や経済界等からも、初等中等教育から高等教育に至る文理分断からの脱却、文理横断・文理融合教育、

STEAM教育等の推進を提言

論点 委員

• 学部における社会人学生（25歳以上）の数・割合ともに減少傾
向であるなど、依然として18歳中心主義。学部入学する留学生
数も伸びていない（更にコロナ禍で大幅な減少）

• 令和3年度の私立大学の入学定員充足率は初めて100％を下回り、
定員未充足の大学も増加。近年の新設大学・学部の状況を見ても
定員未充足が多く、学生確保の見通しが不十分なケースや、設置
計画履行状況等調査において専任教員の確保など教育の質に
関わる指摘受けるケースも少なくない

• 社会人や留学生の受入れ拡大は、多様な価値観が集まるキャン
パスを実現する上でも重要であるが、多様な学生の受入れ拡大
のための諸施策を講じてもなお、今後、大学進学者数が相当
程度減少することは避けがたいと考えられる

• 特に地方の大学は、大学進学者の数減少の影響をより強く
受けることが想定されるが、今後、経営難に陥る大学が増大
することになれば、教育の質保証や学生保護等の観点からも
問題が生じることが懸念される
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【事務局整理案】
博士課程学生への経済支援や大学ファンドの設置等を踏まえ、大学院教育の実質化に向けて残された課題の整理及び具体
的な施策の検討が必要。中でも今後特に重要と考えられる以下の３点を中心に、具体的な施策に向けた検討を進めてはどう
か。

① 昨今の政策動向を踏まえた上での大学院教育のあり方について
• 経済支援の拡充がなされた現状において最重要課題と思われる博士課程学生のキャリアパス確保に向けて、文部科学省

・大学院部会としては、人材の供給サイドに根差した課題整理と取組（大学院教育の実質化）が重要。
• 次代を牽引する知のプロフェッショナルに必要な能力の育成を、大学院教育全体（研究室教育・コースワーク）の中でどの

ように実質化していくか、その質の保証や教育評価のあり方について、研究分野や領域毎に具体的な検討を進めてはどうか
。

② 人文・社会科学系の大学院のあり方について
• 自然科学系に比して議論・検討が手薄となっている人文・社会科学系の大学院教育について総合的な検討が必要ではな

いか。

③ 大学院におけるリカレント教育の振興について
• 国の支援がストレートドクターに集中している中ではあるが、今後の大学院教育のあり方を検討する上では、リカレントに着

目した議論が必要ではないか。

なおテーマ設定や今後の議論の進行にあたっては、科学技術・学術審議会人材委員会等の関連する審議会等の動
向を踏まえ、 政府としての議論の全体像を整理した上で、適切な連携や必要な分担を図っていく。

中央教育審議会大学分科会大学院部会（第102回）（令和３年10月１日）

今期大学院部会の主要検討事項
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人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について
（平成30年12月21日 中央教育審議会 答申）概要

第１部 今後の地域における社会教育の在り方

＜地域における社会教育の目指すもの＞
１．地域における社会教育の意義と果たすべき役割～「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくり～
多様化し複雑化する課題と社会の変化への対応の要請

• 人口減少、高齢化、グローバル化、貧困、つながりの希薄化、社会的孤立、地方財政の悪化、SDGsに向けた取組 等
⇒ 持続可能な社会づくりを進めるために、住民自らが担い手として地域運営に主体的に関わっていくことが重要

• 人生100年時代の到来、Society5.0実現の提唱 等
⇒ 誰もが生涯にわたり必要な学習を行い、その成果を生かすことのできる生涯学習社会の実現へ向けた取組が必要

＜「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくりに向けた具体的な方策＞
１．学びへの参加のきっかけづくりの推進
• 楽しさをベースとした学びや地域防災、健康⾧寿など、関心の高い学び等、学びや活動のきっかけづくりを工夫
• 子供・若者の参画を促し、地域との関わりの動機付けとなり得る成功体験づくり
• 社会で孤立しがちな人に対して、福祉部局等との連携により、アウトリーチの取組を強化
• 各地における具体的な取組の収集・共有、地域における活動の事例分析と周知

４．社会教育の基盤整備と多様な資金調達手法の活用等
• 各地方公共団体における十分な社会教育費の確保を含めた基盤整備
• クラウドファンディング等の多様な資金調達手法の活用

３．多様な人材の幅広い活躍の促進
• 地域の課題解決等に熱意を持って取り組む多様な人材を社会教育の活動に巻き込み、連携
• 教育委員会における社会教育主事の確実な配置、多様な主体による「社会教育士」の取得推奨

２．多様な主体との連携・協働の推進
• 首⾧部局との連携を効果的に図るため、総合教育会議の活用や、部局間の人事交流を推進
• NPO、企業、大学等と行政関係者との積極的な意見交換や協議
• 地域学校協働活動を核にした社会教育と学校教育の一層の連携・協働

２．新たな社会教育の方向性 ～開かれ、つながる社会教育の実現～

住民の主体的な参加の
ためのきっかけづくり

社会的に孤立しがちな人々も含
め、より多くの住民の主体的な参
加を得られるような方策を工夫し
強化

ネットワーク型行政の実質化

社会教育行政担当部局で完
結させず、首⾧、NPO、大学、
企業等と幅広く連携・協働

地域の学びと活動を活性化
する人材の活躍

学びや活動と参加者をつなぎ、
地域の学びと活動を活性化す
る多様な人材の活躍を後押し

開 か れ 、 つ な が る 社 会 教 育 へ

社会教育:個人の成⾧と地域社会の発展の双方に重要な意義と役割

人づくり
自主的・自発的な学びによる知
的欲求の充足、自己実現・成⾧

つながりづくり
住民の相互学習を通じ、つなが
り意識や住民同士の絆の強化

地域づくり
地域に対する愛着や帰属意識、地域の将
来像を考え取り組む意欲の喚起
住民の主体的参画による地域課題解決

学びと活動の好循環

第２部 今後の社会教育施設の在り方

＜今後の社会教育施設に求められる役割＞

社会教育施設には、地域の学習拠点としての役割に加え、以下のような役割も期待。
• 公民館:地域コミュニティの維持と持続的な発展を推進するセンター的役割、地域の防災拠点
• 図書館:他部局と連携した個人のスキルアップや就業等の支援、住民のニーズに対応できる情報拠点
• 博物館:学校における学習内容に即した展示・教育事業の実施、観光振興や国際交流の拠点

＜今後の社会教育施設の所管の在り方＞

生涯学習社会の実現に向けた横断的・総合的な教育行政の展開に向け、社会教育に関する
事務については今後とも教育委員会の所管を基本とすべき。
一方、地方の実情等を踏まえ、より効果的と判断される場合には、地方公共団体の判断により

地方公共団体の⾧が公立社会教育施設を所管できる特例を設けることについて、社会教育の
適切な実施の確保に関する制度的担保が行われることを条件に、可とすべき。

社会教育の適切な実施の確保の在り方について
同時に、社会教育の適切な実施の確保（政治的中立性の確保、住民の意向の反映、社会教育施設

としての専門性の確保、社会教育と学校教育の連携等）のためには、本件特例を設けるに当たり、教育
委員会による関与など一定の担保措置※を講ずる必要がある。

※担保措置については、例えば、地方公共団体において所管の特例についての条例を定める際に、教育委員会の
意見を聴くこととする、といった例が議論されたが、具体的な在り方については、国において、法制化のプロセスにお
いて具体的に検討すべき。

特例を設けることについて
（他行政分野との一体的運営による質の高い行政の実現の可能性）

• 社会教育施設の事業と、まちづくりや観光等の他の行政分野の社会教育に関連する事業等とを一体
的に推進することで、より充実したサービス等を実現できる可能性。

• 福祉、労働、産業、観光、まちづくり、青少年健全育成等の他の行政分野における人的・物的資源や
専門知識、ノウハウ、ネットワーク等の活用により、社会教育行政全体を活性化できる可能性。

• 社会教育の新たな担い手として、まちづくりや課題解決に熱意を持って取り組んでいるがこれまで社会教
育と関わりがなかった人材を育成・発掘できる可能性。

（施設の効果的・効率的な整備・運営の可能性）

• 首⾧部局が中心となって行っている社会資本整備計画等を通じた施設の戦略的な整備や、様々な分
野が複合した施設の所管を一元化することによる、当該施設の効率的な運営の可能性。

地方公共団体において特例措置を活用する場合に留意が求められる点
• 特例が活用される場合でも、当該施設は引き続き社会教育施設であり、法令の規定を踏まえた専門的
職員の配置・研修、運営審議会等を活用した評価・情報発信等が重要。

• 教育委員会は社会教育振興の牽引役として引き続き積極的な役割を果たしていくことが重要（総合
教育会議等の活用、首⾧部局やNPO等との連携・調整等）。地方行政全体の中に、社会教育を基
盤とした、学びを通じた人づくり・つながりづくり・地域づくりの視点を明確に組み込んでいくことが重要。

このような中、地方公共団体から、地方公共団体の判断により、地方公共団体の⾧が公立社会教育施
設を所管することができる仕組み（以下「特例」という。）を導入すべきとの意見が提出。これについて検討
し、必要な措置を講ずる必要（「平成29年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29年12月
26日閣議決定））。
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１．生涯学習・社会教育をめぐる現状・課題

社会的包摂の実現
・ 地域の多様な人たちが相互に理解し合い共生できる環境をつくっていく上で
、社会教育は極めて重要な役割を果たすことが期待されている。

・ 様々な理由で困難を抱える人たちに対し、知識や技能を習得する機会を充
実するなど、社会教育における学習機会の拡充が重要。

人生100年時代と生涯学習・社会教育
・ マルチステージの人生においては、必要な時に必要な学びを通じ成長し、
心身の健康を保持しながら活動できることが求められる。また、職場や職種
の転換を経験する機会も増える可能性が高まるため、必要な資質・能力等
を更新できる学びの場が重要。

Society 5.0に向けたこれからの生涯学習・社会教育
・ 時間的・空間的な制約を超えた学びなど、新しい技術を活用した様々な学
びの在り方が可能になる。

⇒新しい技術を活用した学びの利点を最大限生かし、取組を更に充実・発
展していくことが求められる。

・ ICT機器を利用できる者とできない者の格差（デジタル・ディバイド）の解消
は、住民の安全や命を守ることにもつながる。

地域活性化の推進
・ 地域における豊かな学びを推進するためには、多様な主体が連携・協働し
共に学び合うことが求められる。

子供・若者の地域・社会への主体的な参画と多世代交流の推進
・ 子供・若者が地域の課題解決に主体的に関わることは、主権者意識の涵養
にも資するものであり、よりよい社会を創っていく資質・能力を育む上で重要
。社会教育・学校教育という区分を超えて充実を図るべき。

２．新しい時代の生涯学習・社会教育の広がりと充実に向けて

新しい時代の学びの在り方

・ いわゆる講義形式で知識をインプットする「学び」だけでなく、疑問を持ち、課題を見つけ、考えを発信し、他者と
共に 考え、新たな考えを創造するといったことも「学び」の重要な要素となる。

・ 様々な背景を有する多様な世代の人たちがつながり、共に学び合うことにより、新たなアイデアが生まれ課題解
決につながることや、他者を理解し、受け入れ、共生する社会の実現につながることが期待される。

・ 新しい技術を活用した「オンラインによる学び」と「対面による学び」の組合せで学びが更に豊かなものになる。

「命を守る」生涯学習・社会教育

・ 新型コロナウイルス感染症や自然災害などの課題に対し、必要な知識を得たり課題解決に向けて共に学び合っ
たりする機会の充実は、あらゆる人々の「命を守る」ことに直結する。

・ 「誰一人として取り残さない」包摂的な社会の実現のため、様々な人たちに必要な学びの機会を設けることが重
要。

⇒学びを通じて人々の生命や生活を守る「命を守る」生涯学習・社会教育という視点が今後ますます重要。

第10期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理
多様な主体の協働とICTの活用で、つながる生涯学習・社会教育

～命を守り、誰一人として取り残さない社会の実現へ～

推進のための方策

学びの活動をコーディネートする人材の育成・活用
・ 社会教育士の取組事例や成果を具体的に紹介し、多様な場での活躍を促進していくこと。
・ 多様な人材が社会教育主事講習を受講できるよう、オンライン等による受講機会の確保などの条件整備が求

められる。

新しい技術を活用した「つながり」の拡大
・ MOOCや放送大学などの積極的な活用をこれまで以上に推進していくこと。
・ 社会教育施設におけるICT環境の整備推進のため、既存財源の活用や企業との協同等の創意工夫を凝らし
た取組を促進すること。

・ デジタル・ディバイド解消のため、社会教育施設等でのICTリテラシーを身に付ける学習機会を充実すること。

学びと活動の循環・拡大
・ 生涯学習の分野におけるICT等を活用した学習履歴の可視化について推進方策を検討すること。
・ より多くの人たちが自主的に学びの活動に参画するような工夫として、ボランティア活動をポイント化し、それ
を地域での購買や学校等への寄附に利用できるようにするといった特色のある取組を推進していくこと。

個人の成⾧と社会の発展につながるリカレント教育の推進
・ 大学や専門学校等と産業界が連携した実践的な教育プログラムを開発・拡充すること。
・ 大学や専門学校等における遠隔授業のリカレント教育への活用を積極的に推進すること。

各地の優れた取組の支援と全国展開
・ 先進的な事例等のわかりやすい形での情報提供や、関係者がノウハウ等を共有する機会を充実すること。
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第11期中央教育審議会生涯学習分科会
１．主な所掌事務

（１）生涯学習に係る機会の整備に関する重要事項を
調査審議すること。
（２）社会教育の振興に関する重要事項を調査審議す
ること。
（３）視聴覚教育に関する重要事項を調査審議するこ
と。
（４）青少年の健全な育成に関する重要事項を調査審
議すること。
（５）生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整
備に関する法律及び社会教育法の規定に基づく事項を
処理すること。

３．委員構成

（委員） ◎:分科会⾧、〇:副分科会⾧
今村 久美 認定特定非営利活動法人カタリバ代表理事
内田 由紀子 京都大学人と社会の未来研究院教授

◎清原 慶子 杏林大学客員教授、ルーテル学院大学客員教授、
前東京都三鷹市⾧

清水 敬介 公益社団法人日本PTA全国協議会会⾧
中野 留美 岡山県浅口市教育委員会教育⾧
萩原 なつ子 独立行政法人国立女性教育会館理事⾧

（臨時委員）
伊東 昭代 宮城県教育委員会教育⾧
大久保 幸夫 株式会社リクルートフェロー，

リクルートワークス研究所アドバイザー
金子 晃浩 日本労働組合総連合会副会⾧、

全日本自動車産業労働組合総連合会会⾧
澤野 由紀子 聖心女子大学現代教養学部教授
関 福生 愛媛県新居浜市教育委員会生涯学習センター所⾧
薗田 綾子 株式会社クレアン代表取締役
千葉 茂 学校法人片柳学園理事⾧
辻 浩 名古屋大学大学院教育発達科学研究科教授
⾧谷川 敦士 武蔵野美術大学教授，株式会社コンセント代表

〇牧野 篤 東京大学大学院教育学研究科教授
松本 理寿輝 ナチュラルスマイルジャパン株式会社代表取締役，

まちの保育園・こども園代表
宮城 潤 那覇市若狭公民館館⾧，特定非営利活動法人地域

サポートわかさ理事事務局⾧
山内 祐平 東京大学情報学環学環⾧・学際情報学府学府⾧
横尾 俊彦 佐賀県多久市⾧

２．考えられる審議事項

○「命を守る」生涯学習・社会教育の視点により、社
会的包摂を実現していくための、生涯学習・社会教育
が果たす役割について
○これからのデジタル社会において、豊かな地域社会
を実現していくうえで、生涯学習・社会教育に必要な
方策について
・成人が「市民」として必要なリテラシー・スキルの
育成
・オンライン等を活用した学びの充実
・デジタル活用共生社会に向けた情報弱者への支援

等
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「文化芸術推進基本計画（第１期）」の概要
～文化芸術の「多様な価値」を活かして、未来をつくる～

○ 新・文化芸術基本法第７条に基づく初めての文化芸術推進基本計画。今後の文化芸術政策の目指すべき姿や今後５年間（2018～
2022年度）の文化芸術政策の基本的な方向性を示したもの。

○ 文化芸術の本質的価値に加え、文化芸術が有する社会的・経済的価値を明確化。文化芸術立国の実現に向けて、文化芸術により生
み出される多様な価値を、文化芸術の更なる継承・発展・創造に活用・好循環。

○ 関係府省庁の文化芸術関連施策について新・文化芸術基本法第36条に基づく「文化芸術推進会議」（関係府省庁の局長級会議）での
連絡調整を経て盛り込み。文化ＧＤＰ等の評価指標に基づく評価検証サイクルを確立し、毎年度計画をフォローアップ。

○ 文化審議会ではこれまで総会、文化政策部会、基本計画WGを計15回、分野別分科会・WGを計14回開催。文化芸術関係者を委員に迎
え、文化芸術団体からのヒアリングを実施するなど、現場の意見を幅広くくみ取って審議。

本計画の位置付け・ポイント

（１）文化芸術の価値
（本質的価値）
・豊かな人間性を涵養，創造力・感性を育成
・文化的な伝統を尊重する心を育成

（社会的・経済的価値）
・他者と共感し合う心，人間相互の理解を促進
・質の高い経済活動を実現
・人間尊重の価値観，人類の真の発展に貢献
・文化の多様性を維持，世界平和の礎

（２）文化芸術を取り巻く状況変化
・新・文化芸術基本法の成立
・少子高齢化・グローバル化・情報通信技術の
急速な進展等社会状況の変化

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競
技大会の開催

Ⅰ文化芸術政策を取り巻く状況等 Ⅱ今後の文化芸術政策の目指すべき姿

目標１ 文化芸術の創造・発展・継承と教育
文化芸術の創造・発展，次世代への継承が確実に行われ，全ての人々に充実し
た文化芸術教育と文化芸術活動の参加機会が提供されている。

目標２ 創造的で活力ある社会
文化芸術に効果的な投資が行われ，イノベーションが生まれるとともに，文化
芸術の国際交流・発信を通じて国家ブランド形成に貢献し，活力ある社会が形
成されている。

目標３ 心豊かで多様性のある社会
あらゆる人々が文化芸術を通して社会に参画し相互理解が広がり，多様な価値
観が尊重され，心豊かな社会が形成されている。

目標４ 地域の文化芸術を推進するプラットフォーム
地域の文化芸術を推進するためのプラットフォームが全国各地で形成され，多
様な人材や文化芸術団体・諸機関が連携・協働し,持続可能で回復力のある地
域文化コミュニティが形成されている。

文化芸術は，それ自体が固有の意義と価値を有し，心豊かな活力ある社会の形成にとって極
めて重要な意義を持ち続けるという文化芸術基本法の精神を前提とし，以下のように定める。

文化芸術立国の実現を 128

い

かん
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著作権

Ⅴ評価・検証サイクルの確立等 Ⅵ今後の文化芸術政策を総合的に推進するための文化庁の機能強化等

文化芸術に対する
効果的な投資と

イノベーションの実現

文化芸術に対する
効果的な投資と

イノベーションの実現

国際文化交流・協力の推進と
文化芸術を通じた相互理解・
国家ブランディングへの貢献

国際文化交流・協力の推進と
文化芸術を通じた相互理解・
国家ブランディングへの貢献

多様な価値観の形成と
包摂的環境の推進による

社会的価値の醸成

多様な価値観の形成と
包摂的環境の推進による

社会的価値の醸成

地域の連携・協働を推進する
プラットフォームの形成

地域の連携・協働を推進する
プラットフォームの形成

多様で高い能力を
有する専門的人材の

確保・育成

多様で高い能力を
有する専門的人材の

確保・育成

Ⅲ・Ⅳ 今後５年間の文化芸術政策の基本的な方向性
（2018～2022年度）

• クールジャパン戦略（内閣府）
• 放送コンテンツ等の海外展開（総務省，外務省）
• 外務省・国際交流基金の文化・日本語事業（外務省）
• スポーツ文化ツーリズム（スポーツ庁，文化庁，観光庁）
• 児童福祉文化財（厚労省）
• 障害者芸術文化活動（厚労省）
• 和食文化の国内外への発信、国産花きや茶の需要拡大、鯨類に関

する文化の情報発信（農水省）

本質的価値

• 日本商品・サービスの海外需要開拓、伝統的工芸品、
コンテンツ産業（経産省）

• 歴史・文化を活かしたまちづくり、海外日本庭園の再生（国交省）
• 訪日プロモーション、文化観光資源の活用、多言語化解説整備支援

（観光庁）
• 国立公園の情報発信（環境省）
• 国際的な文化発信拠点、地域の文化クラスター（文化庁）

等

戦略６戦略５

戦略3 戦略2 戦略4

文化芸術の
創造・発展・継承と

豊かな文化芸術教育の充実

文化芸術の
創造・発展・継承と

豊かな文化芸術教育の充実

社会的・経済的価値

戦略1

・文化庁の機能強化（政策機能強化、博物館・芸術教育関係事務の文科
本省からの移管等）を通じて、2018年度中に「新・文化庁」を実現。

・毎年度、文化ＧＤＰなど36の評価指標に基づき計画の
進捗状況をフォローアップ。2020年度中に中間評価。

今後5年間に推進すべき
170の基本的な施策を記載

芸術

文化財

国語・日本語
メディア芸術

芸能

暮らしの文化

伝統芸能
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第３期スポーツ基本計画（概要）
［第２期計画期間中の総括］

１. 東京オリ・パラ大会のスポーツ・レガシーの継承・発展に資する重点施策
持続可能な国際競技力の向上

大規模大会の運営ノウハウの継承

共生社会の実現や
多様な主体によるスポーツ参画の促進

地方創生・まちづくり

スポーツを通じた国際交流・協力

スポーツに関わる者の心身の安全・安心確保

○ 東京大会の成果を一過性のものとせず、
持続可能な国際競技力を向上させるため、
・ NFの強化戦略プランの実効化を支援
・ アスリート育成パスウェイを構築
・ スポーツ医・科学、情報等による支援を充実
・ 地域の競技力向上を支える体制を構築

○ 新型コロナウイルス感染症の影響下とい
う困難な状況の下で、東京大会を実施した
ノウハウを、スポーツにおけるホスピタリ
ティの向上に向けた取組も含め今後の大規
模な国際競技大会の開催運営に継承・活用

○ 東京大会による共生社会への理解・関心の
高まりと、スポーツの機運向上を契機とした
スポーツ参画を促進

○ オリパラ教育の知見を活かしたアスリートと
の交流活動等を推進

○ 東京大会による地域住民等のスポーツへの
関心の高まりを地方創生・まちづくりの取組に
活かし、将来にわたって継続・定着

○ 国立競技場等スポーツ施設における地域のまち
づくりと調和した取組を推進

○ 東京大会に向けて、世界中の人々にスポーツの
価値を届けたスポーツ・フォー・トゥモロー
（SFT)事業で培われた官民ネットワークを活用
し、更なる国際協力を展開、スポーツSDGsにも
貢献 （ドーピング防止活動に係る人材・ネッ
トワークの活用等）

○ 東京大会でも課題となったアスリート等の心身の
安全・安心を脅かす事態に対応するため、
・誹謗中傷や性的ハラスメントの防止
・熱中症対策の徹底など安全・安心の確保
・暴力根絶に向けた相談窓口の一層の周知・活用

２. スポーツの価値を高めるための第３期計画の新たな「３つの視点」を支える施策
スポーツを「つくる/ はぐくむ」 スポーツで「あつまり、ともに、つながる」 スポーツに「誰もがアクセスできる」

社会の変化や状況に応じて、既存の仕組みにとらわれずに
柔軟に見直し、最適な手法・ルールを考えて作り出す。

様々な立場・背景・特性を有した人・組織があつまり、
ともに課題に対応し、つながりを感じてスポーツを行う。

性別や年齢、障害、経済・地域事情等の違い等によって、
スポーツの取組に差が生じない社会を実現し、機運を醸成。

◆ 柔軟・適切な手法や仕組みの導入等を通した、
多様な主体が参加できるスポーツの機会創出

◆ スポーツに取り組む者の自主性・自律性を促す
指導ができる質の高いスポーツ指導者の育成

◆デジタル技術を活用した新たなスポーツ機会や、
新たなビジネスモデルの創出などDXを推進

◆ 施設・設備整備、プログラム提供、啓発活動に
より誰もが一緒にスポーツの価値を享受できる、
スポーツを通じた共生社会の実現

◆ スポーツ団体のガバナンス・経営力強化、関係
団体等の連携・協力による我が国のスポーツ体制
の強化

◆スポーツ分野の国際協力や魅力の発信

◆住民誰もが気軽にスポーツに親しめる「場づくり」等の機
会の提供

◆ 居住地域にかかわらず、全国のアスリートがスポーツ医・科
学等の支援を受けられるよう地域機関の連携強化

◆ 本人が望まない理由でスポーツを途中で諦めることが
ない継続的なアクセスの確保

① 新型コロナウイルス感染症:
➤ 感染拡大により、スポーツ活動が制限

② 東京オリンピック・パラリンピック競技大会:
➤ １年延期後、原則無観客の中で開催

③ その他社会状況の変化:
➤ 人口減少・高齢化の進行
➤ 地域間格差の広がり
➤ ＤＸなど急速な技術革新
➤ ライフスタイルの変化
➤ 持続可能な社会や共生社会への移行

こうした出来事等を通じて、改めて確認された
・「楽しさ」「喜び」「自発性」に基づき行われる本質的な

『スポーツそのものが有する価値』（Well-being）
・スポーツを通じた地域活性化､健康増進による健康⾧寿社会の

実現､経済発展､国際理解の促進など『スポーツが社会活性化
等に寄与する価値』

を更に高めるべく、第３期計画では次に掲げる施策を展開

㊸
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『感動していただけるスポーツ界』の実現に向けた目標設定
全ての人が自発的にスポーツに取り組むことで自己実現を図り、スポーツの力で、前向きで活力ある社会と、絆の強い社会を目指す

💡 国民のスポーツ実施率を向上
✔ 成人の週１回以上のスポーツ実施率を

７０％（障害者は４０％）
✔ １年に一度以上スポーツを実施する成

人の割合を１００％に近づける（障害者
は７０％を目指す）

💡 生涯にわたって運動・スポーツを継続
したい子供の増加
（児童86%⇒90%、生徒82%⇒90%）
💡 子供の体力の向上

（新体力テストの総合評価C以上の
児童68%⇒80%、生徒75%⇒85%）

💡 誰もがスポーツに参画でき、共に活動できる
社会を実現
✔ 体育授業への参加を希望する障害のある児童

生徒の見学ゼロを目指した学習プログラム開発
✔ スポーツ団体の女性理事の役割を40%

💡 オリンピック・パラリンピック等の
国際競技大会で、過去最高水準の金メダル
数、総メダル数、入賞者数、メダル獲得
競技数等の実現

💡 スポーツを通じて活力ある社会を実現
✔ スポーツ市場規模15兆円の達成
（2025年まで）
✔ スポーツ・健康まちづくりに取り組む

地方公共団体の割合15.6%⇒40%

💡 スポーツを通じて世界とつながる
✔ ポストSFT事業を通じて世界中の国々の700万

人の人々への裨益を目標に事業を推進
✔ 国際競技連盟（IF）等役員数37人規模の維持・

拡大

３. 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組む１２の施策
①多様な主体におけるスポーツの機会創出

地域や学校における子供・若者のスポーツ機会の充実と体力向上、
体育の授業の充実、運動部活動改革の推進、女性・障害者・働く
世代・子育て世代のスポーツ実施率の向上 等

②スポーツ界におけるDXの推進
先進技術を活用したスポーツ実施のあり方の拡大、デジタル
技術を活用した新たなビジネスモデルの創出 等

③国際競技力の向上
中⾧期の強化戦略に基づく競技力向上支援システムの確立、地
域における競技力向上を支える体制の構築、国・JSPO・地方公
共団体が一体となった国民体育大会の開催 等

④スポーツの国際交流・協力
国際スポーツ界への意思決定への参画支援、スポーツ産業の
国際展開を促進するプラットフォームの検討 等

⑤スポーツによる健康増進
健康増進に資するスポーツに関する研究の充実・調査研究成
果の利用促進、医療・介護や企業・保険者との連携強化 等

⑥スポーツの成⾧産業化
スタジアム・アリーナ整備の着実な推進、他産業とのオープ
ンイノベーションによる新ビジネスモデルの創出支援 等

⑦スポーツによる地方創生、まちづくり
武道やアウトドアスポーツ等のスポーツツーリズムの更なる
推進など、スポーツによる地方創生、まちづくりの創出の全
国での加速化 等

⑧スポーツを通じた共生社会の実現
障害者や女性のスポーツの実施環境の整備、国内外のスポーツ
団体の女性役員候補者の登用・育成の支援、意識啓発・情報発
信 等

⑨スポーツ団体のガバナンス改革・経営力強化
ガバナンス・コンプライアンスに関する研修等の実施、
スポーツ団体の戦略的経営を行う人材の雇用創出を支援 等

⑩スポーツ推進のためのハード、ソフト、人材
民間・大学も含めた地域スポーツ施設の有効活用の促進、地域
スポーツコミッションなど地域連携組織の活用、全ＮＦでの
人材育成及び活用に関する計画策定を促進、女性のスポーツ指
導に精通した指導者養成支援 等

⑪スポーツを実施する者の安全・安心の確保
暴力や不適切な指導等の根絶に向けた指導者養成・研修の実施、
スポーツ安全に係る情報発信・安全対策の促進 等

⑫スポーツ・インテグリティの確保
スポーツ団体へのガバナンスコードの普及促進、スポーツ
仲裁・調停制度の理解増進等の推進、教育研修や研究活動等を
通じたドーピング防止活動の展開 等
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第２期ESD国内実施計画 ～ SDGs達成のための教育の推進 ～ 令和３年５月
文部科学省・環境省

３．教育者の能力構築

・教員等に対する研修等
・ESD推進の手引の作成・活用
・各機関においてESDを実践する者の育成
等について記載。

４．ユースのエンパワーメントと
参加の奨励

・ユース同士のコミュニティづくり
・国際的な議論にユースが参加できる環境づくり
・青少年の交流の推進
等について記載。

５．地域レベルでの
活動の促進

・ESDによるローカルSDGsの推進
・全国的なESD支援のためのネットワーク機

能の発揮
等について記載。

１．政策の推進

・SDGｓ関連政策へのESDの反映
・教育政策へのESDの位置付け
・地球規模課題に係る施策における

ESDの実施
等について記載。

２．学習環境の変革

・学習指導要領に基づくESDの実施
・ICT化を通じた教育環境の充実
・機関包括型アプローチの推進に向けた
ネットワークの形成・強化

等について記載。

２．ステークホルダーごとの具体的な取組を５つの優先行動分野別に記載

１．ESDを実践するために多様なステークホルダーを巻き込む
○ 政府は「ユネスコ未来共創プラットフォーム」や「ESD推進ネットワーク」等を活用し、自治体、NGO/NPO、企業、研究・教育機関等をつなぐ重層的なネットワークを強化。
○ 国内のみならず国際的にも情報発信を強化し、連携を図る。

○ESD（持続可能な開発のための教育）は、2002年に我が国

が初めて提唱。その後、ユネスコを主導機関として国際的に推進。

○2014年、ESD世界会議を国内（愛知県・名古屋市/岡山市）に

おいて開催。

○2015年、国連においてSDGsが採択。

○SDGsの全てのゴールの実現への貢献により、公正で持続可能

な世界を目指す「ESD for 2030」という新たな国際枠組みが国

連総会において採択。

○2021年５月、ESD世界会議をキックオフとして「ESD for

2030」が本格始動。

経緯

○ オールジャパンで我が国のESDを推進するとともに、
世界のESDをリードしていくために、関係省庁が連携
し、ESD国内実施計画を策定。

○ 次期計画では、「ESD for 2030」 の理念を踏まえ、
ESDがSDGs達成への貢献に資するという考え方を
初めて明確化。ジェンダー平等、2050年カーボン
ニュートラル、AI･DXの推進等を踏まえつつ持続可能
な社会の創り手を育成。

○ ESD実現のため多様なステークホルダーを巻き込む
方策や、 「ESD for 2030」に示された５つの優先
分野ごとに国内の各ステークホルダーが実施する取組
を記載（具体的には以下のとおり）。

第２期ESD国内実施計画
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○少子高齢化の進行は社会に大きな影響を及ぼし、我が国社会全体の根幹を揺るがしかねない「有事」とも言うべき危機的な状況。

〇児童虐待の相談対応件数や不登校の件数が過去最多となり、更にコロナ禍によりこどもや若者、家庭をめぐる様々な課題が深刻化。

こども政策の推進に係る有識者会議 報告書【概要】
Ⅰ．はじめに（こどもと家庭を取り巻く現状）

１．こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策立案

２．全てのこどもの健やかな成長、Well-beingの向上

３．誰一人取り残さず、抜け落ちることのない支援

４．こどもや家庭が抱える様々な複合する課題に対し、制度や組織による縦割りの壁、年度の壁、年齢の壁を克服した切れ目ない包括的な支援

５．待ちの支援から、予防的な関わりを強化するとともに、必要なこども・家庭に支援が確実に届くようプッシュ型支援、アウトリーチ型支援に転換

６．データ・統計を活用したエビデンスに基づく政策立案、ＰＤＣＡサイクル（評価・改善）

Ⅱ．今後のこども政策の基本理念

Ⅲ．今後取り組むべきこども政策の柱と具体的な施策

１．結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会を目指す

〇若い世代の結婚や妊娠への不安や障壁の解消

〇子育てや教育に関する経済的負担の軽減

〇妊娠前から妊娠・出産に至る支援の充実

〇産前産後から子育て期を通じた切れ目のない支援

〇地域子育て支援

〇家庭教育支援

〇妊産婦やこどもの医療

〇女性と男性がともにキャリアアップと子育てを両立できる環境整備

２．全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる環境を提供する

〇就学前のこどもの成長の保障、幼児教育・保育の確保と質の向上

〇全てのこどもたちの可能性を引き出す学校教育の充実

〇多様な体験活動の機会づくり

〇居場所づくり

〇こどもの安全を確保するための環境整備

〇思春期から青年期・成人期への移行期にある若者への支援

〇自らの心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実

〇こどもの可能性を狭める固定的性別役割分担意識の解消、

固定観念の打破

〇こどもが安全に安心してインターネットを利用できる環境整備

〇こども政策の対象分野は多岐にわたり必ずしも網羅できているものではなく、あくまで当会議の議論を踏まえ整理したもの。今後、更に議論が深められるべき。
〇政府において、運用改善等はできる限り速やかに、また、新たな予算・制度が必要なものは実現に向け最大限の努力を求めたい。

㊺
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Ⅲ．今後取り組むべきこども政策の柱と具体的な施策（続き）

３．成育環境にかかわらず、誰一人取り残すことなく健やかな成長を

保障する

〇児童虐待防止対策の更なる強化

〇社会的養護を必要とするこどもに対する支援の充実

〇社会的養護経験者や困難な状況に置かれた若者の自立支援

〇こどもの貧困対策

〇ヤングケアラー対策

〇ひとり親家庭への支援

〇障害児支援の充実

〇いじめ・不登校対策

〇自殺対策

〇非行少年の立ち直り支援

４．政策を進めるに当たって共通の基盤となるもの

〇児童の権利に関する条約の精神に則ったこどもの人権・権利の保障

〇必要な支援を必要な人に届けるためのプッシュ型の情報発信や

アウトリー チ型・伴走型の支援

〇関係機関・団体の連携ネットワークの強化（子ども・若者支援

地域協議会と要保護児童対策地域協議会の有効活用等）

〇こども・家庭に関する教育・保健・福祉などの情報を分野横断的に

把握し、支援につなげるためのデータベースの構築

〇こどもや家庭の支援に関わる人材の確保・育成、ケア

〇安定的な財源確保と十分な人員体制の確保

Ⅳ．政策の立案・実施・評価におけるプロセス

〇こどもや若者、子育て当事者からの意見聴取・反映、

分かりやすい情報提供、親しみやすい広報、

意見が反映される過程や成果の見える化、フィードバックなど、

こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策の推進

〇地方自治体の先進的な取組の横展開や制度化、国と地方自治体

の間での人事交流の推進、国と地方自治体の定期的な協議の場の

設置等による地方自治体との連携強化

〇地域で支援活動を行う民間団体（NPO等）や民生・児童委員、

青少年相談員、保護司等とのネットワークの強化、民間団体等

との積極的な対話・連携・協働、民間人の積極的な登用等

〇こどもや若者の置かれている状況や課題を的確に分析し、政策

効果を明らかにした上での、データ・統計を活用したエビデンスに

基づく政策立案と実践、評価
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 昨年９月のGIGAスクール構想に関するアンケートの取りまとめに引き続き、関係省庁で教育データの利活用に向けたロードマップの策定に着手。
まず、教育のデジタル化のミッションを「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」と掲げ、そのためのデータの①スコープ
（範囲）、②品質、③組み合わせ、の充実・拡大という「３つの軸」を設定。

 これらを実現するために、教育データの流通・蓄積の全体設計（アーキテクチャ（イメージ））を提示。

ロードマップのポイント① （総論）

Digitization Digitalization Digital 
Transformation

１人１台端末の整備
は概ね完了。他方、学
校現場の更なるICT利
活用環境の強化が必
要

ICTをフル活用して、学
習者主体の教育への
転換や教職員が子供
達と向き合える環境に

デジタル社会を見据えた教育
についても検討が必要

GIGAスクール構想に関す
るアンケートの主なスコープ

本ロードマップの
主なスコープ

本ロードマップで芽出し、
更に検討を今後深める

組み合わ
せ

スコープ
（範囲）

品質

データ

誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会
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教育データ利活用ロードマップ
令和４（2022）年１月７日

デジタル庁

総務省

文部科学省

経済産業省
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 その上で、 「ルール」「利活用環境」「連携基盤（ツール）」「データ標準」「インフラ」といったそれぞれの構造に関連する論点や、必要な措置
について整理。

 デジタル庁アイデアボックスを活用し、昨年10月25日から11月26日まで、本ロードマップについて広く皆様から御意見を募集。その後、いた
だいた御意見や有識者との意見交換（別紙参照）も踏まえつつ、必要な措置について更に深堀りを行い 、ロードマップを取りまとめ。今後、
デジタル社会形成基本法に基づき昨年12月24日に閣議決定した「デジタル社会の実現に向けた重点計画」とあわせ、多様な関係者との連
携の下、着実に施策を推進するとともに、状況の変化を踏まえ、柔軟に見直しを行う。

ロードマップのポイント② （各論）

論点 検討の方向性

教育データの全体像 教育データを、①主体情報、②内容情報、③活動情報に区分するとともに、アーキテクチャを踏まえた全体イメージを
整理。

調査等のオンライン化・教育データの標準化 調査等のオンライン化を行った上で、優先順位を考えながら、随時教育データの標準化を行っていく。その際、国際的
な標準を参考にしつつ、我が国の実情に合う形で進めていく。

教育分野のプラットフォームの在り方 データ連携における新たな価値と必要となる機能の分析を行った上で、全体像の中で「学習eポータル」「学外デジタ
ル教育プラットフォーム」「公教育データ・プラットフォーム」等の各施策を位置付け。

学校・自治体等のデータ利活用環境の整備 学校や自治体等が教育データを利活用できるよう、学校のネットワーク環境や校務のデジタル化、教職員端末、児
童生徒端末に加え、ガバメントクラウドといった共通基盤の活用について検討を進める。

教育データ利活用のルール・ポリシー 教育データの利活用の原則のほか、１人１台端末を安全・安心に利活用するためのガイドラインや教育情報セキュリ
ティポリシーに関するガイドラインの方向性、個人情報などデータの取扱いが問題となる局面について整理。

生涯にわたる学びの環境整備 生涯にわたり学び続けることが出来るよう、ライフステージや場面に応じたリテラシー習得の機会提供、学びの成果の
可視化、識別子（ID）やPDS（Personal Data Store）・情報銀行の活用の在り方について論点を整理。

データ連携による支援が必要なこどもへの支
援の実現

各自治体において、教育・保育・福祉・医療等のデータを必要に応じて連携するシステムや体制を整備し、真に支援
が必要なこどもの発見や、ニーズに応じたプッシュ型の取組に活用する実証事業を支援。

デジタル社会を見据えた教育 個別最適な学びと協働的な学びを真に実現するために、ミッション・ビジョンも踏まえ、制度面等で改善すべき点がな
いか、関係省庁が「ワンチーム」となって検討。
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ロードマップのポイント③（短期・中期・⾧期での目指す姿）

・学習者が端末を日常的に使うようになり、教
育データ利活用のためのログ収集が可能
・内容・活動情報が一定粒度で標準化され、
学校・自治体間でのデータ連携が実現

・学校・家庭・民間教育間でのそれぞれの学習
状況を踏まえた支援が一部実現

・教育現場を対象にした調査や手続が原
則オンライン化
・事務等の原則デジタル化など、校務のデ
ジタル化を進め、学校の負担を軽減
・インフラ面での阻害要因（例:ネットワーク環

境）の解消
・教育データの基本項目（例:法令や調査で全

国で共通的に取得されている主体情報）が標準化

短期（～2022頃） 中期（～2025頃） 長期（～2030頃）

・学習者がPDSを活用して生涯にわたり自らのデータ
を蓄積・活用できるように
・内容・活動情報の更に深い粒度での標準化が実現
・支援を必要とするこどもへのプッシュ型の支援が実現
・真に「個別最適な学び」と「協働的な学び」が実現

 大きく３フェーズ（短期→中期→⾧期）に分けると、それぞれで実現を目指す姿は以下のとおり。今後、育成を目指す資質・能力の明
確化・指標化とあわせ、実証事業においてユースケースを創出しながら、工程表（後掲）に基づく施策を進めていく。
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＜論点・課題＞
「学校で」「教員が」「同時に」「同
一学年の児童生徒に」「同じ速
度で」「同じ内容を」教えるという、
学習指導の基本的な枠組みで
は十分に対応できない可能性

＜目指す姿＞
誰もが、いつでもどこ
からでも、誰とでも、
自分らしく学べる

実現のためのKPIの考え方

＜論点・課題＞
情報が紙で処理されており、
調査や事務の負担が重い

＜目指す姿＞
調査等のオンライン化
で校務負担が軽減

＜論点・課題＞
学校や自治体間のデータ
同士の結びつきなし

＜目指す姿＞
データの標準化により
EBPMの推進や新たな教
授法・学習法の創出

学習履歴 校務情報

教材情報

校務情報学習履歴

教材情報

・ICTを活用した個別最適な学び・協働的な学び
の実現状況
・情報活用能力の向上（R4情報活用能力調査）

・データ利活用状況
・教職員のICT活用指導能力の向上
・教職員の業務削減（R4教職員勤務実態調査）

・調査・手続のオンライン化の進捗状況
・校務のデジタル化の進捗状況
・インフラ面での指標（端末、ネットワークetc.）

・日常的な端末活用

・学力の向上（全国学力・学習状況調査等）
・いわゆる非認知能力とされているものの向上
（全国学力・学習状況調査等）

・教職員の業務削減（R4教職員勤務実態調査）

※多角的な側面から測定することが重要

教育外の
情報 教育外の

情報



総合科学技術・イノベーション会議 教育・人材育成WG
【概要】Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ（案）

同調圧力
正解主義

同質性・均質性
一律一様の教育・人材育成

一斉授業

みんな一緒に みんな同じペースで みんな同じことを
価値創造やイノベーション創出の

最大の敵

多様性を重視した教育・人材育成

協働的な学び

それぞれのペースで自分の学びを

個別最適な学び

対話を通じた「納得解」の形成形式的平等主義

子供の特性を重視した学びの
「時間」と「空間」の多様化

これまで

人口増

大量生産・
大量消費

一人ひとりの多様な幸せ
well-being多様性

SDGs

新たな価値創造
工業化社会

今、これから

イノベーション

Society 5.0
DX

＜教育・人材育成システムの転換の方向性＞

社会構造の変化 バイアスのかかる理系の進路選択

男 女

高校で理系を選択する

上段：一学年あたりの人数
下段：一学年（男女別）あたりの割合

（例：一学年女子の〇％）

社会構造の変化の中で新しい価値を生み出すのは「人」
これからは人と違う特性や興味を持っていることが新しい価値創造・イノベーションの源泉

「well-being（一人ひとりの多様な幸せ）」を実現できる「創造性」あふれる社会に向けた学びへの転換が必要

家にある本の冊数が
少なく学力の低い
傾向が見られる子供

日本語を家で
あまり話さない子供

発達障害の
可能性のある子供

不登校
傾向

小学校35人学級の場合

4.1人
（11.8％）

不登校

（29.8％
）

10.4人

0.4人
（1.0％）

2.7人
（7.7％）

特異な才能
のある子供

（2.3％）
0.8人

（2.9％）
1.0人

教室の中にある多様性

探究・STEAM教育を社会全体で
支えるエコシステムの確立

文理分断からの脱却・理数系の学びに
関するジェンダーギャップの解消

約21万人
４０％

政策１

• 教育課程の在り方（教育内容の重点化、標準授業
時数など教育課程編成の弾力化）の見直し（文）

• サイエンス分野の博士やプログラミング専門家が
教壇に立てるよう教員免許制度改革（文）

• 教職員の配置や勤務の在り方の見直し（文）
• 困難さに直面している子供たちの状況に応じた多
様な学びの場の確保（文）

• 探究力な学びの成果などを図るためのレポートや
プレゼンなどの評価手法の開発（内・文・経）

• 「教育データ利活用ロードマップ」に基づく施策
の推進（デジ・文・総・経）

• デジタル化を踏まえた国・地方・家庭の教育支出
の在り方の検討（文・経）

• 子供や学びの多様化に柔軟に対応できる学校環境
への転換（文）

政策２ 政策３

• 高専等の小中学校のSTEAM拠点化（文）
• 探究・STEAMの専門人材の配置に向けた高校の
指導体制の充実（文）

• 大学入試における探究的な学びの成果の評価
• 企業や大学、研究機関等と学校をつなぐ
プラットフォームの構築（文・内・経・デジ）

• 企業の次世代育成投資に対する市場評価の仕組み
（経・内・文）

• ジェンダーバイアスの排除のための社会的ムーブメン
トの醸成、ロールモデルの発信（内・文・経）

• 高校段階の早期の文理分断からの脱却・高校普通科改
革（文）

• 文理分断からの脱却のための大学入試の改善（文）
• ダブルメジャーやバランスの取れた文理選択科目等に
よる大学等における文理分断からの脱却

（内閣官房教育未来創造会議担当室・文）
• 学部や修士・博士課程の再編・拡充

（内閣官房教育未来創造会議担当室・文）
• 女性が理系を選択しない要因の大規模調査の実施

（内・文）

約19万人
３７％

約8万人約14万人

約3.5万人 約0.7万人

２７％ １６％

１８％

７％ １％

約2.6万人約9.4万人
５％

• 学校外プログラムに参加できる教育課程の特例
や個別性の高い指導計画の策定（文）

• 高専、SSH、大学、企業等での特異な才能のある
子供の受け入れ（文・内・経）

• 特異な才能のある生徒を積極的に受け入れる大
学入試の改善（文・内）

【探究・STEAM教育の充実】

【特定の分野で特異な才能のある子供が直面する困難さを除去】

実現に向けた３本の政策・４６の施策

OECD/PISA調査

15歳段階の科学的
リテラシーの高成績者の

学士で理工農系を専攻する

修士で理工農系を専攻する
人数

割合

人数

割合

人数

割合

人数

割合

※一学年あたりの人数及び一学年（男女別）あたりの割合については、本体スライド1５の出典と同様。

※子供の数の考え方・定義等については、本体スライド10の出典と同様。

㊼

138



労働需要の推計
 デジタル化や脱炭素化により、将来は「問題発見力」「的確な予測」「革新性」が一層求められる。
 2050年における職種別の労働需要は、事務従事者で４割減少する一方、情報処理・通信技術者で

は２割増加するとの推計結果となった。
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人材に求められる能力等に対する需要の変化 職種別従事者数の変化（2020年→2050年）

2015年

注意深さ
・ミスがないこと 1.14

責任感
・まじめさ 1.13

信頼感
・誠実さ 1.12

基本機能
（読み、書き、計算、等）

1.11

スピード 1.10

… …

2050年

問題発見力 1.52

的確な予測 1.25

革新性※ 1.19

的確な決定 1.12

情報収集 1.11

… …

（注） 各職種で求められるスキル・能力の需要度を表す係数は、56項目の平均が1.0、標準偏差が0.1になるように調整している。

（出所）2015年は労働政策研究・研修機構 「職務構造に関する研究Ⅱ」、2050年は同研究に加えて、World Economic Forum 
“The future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”等を基に、
経済産業省が能力等の需要の伸びを推計。

※革新性:新たなモノ、サービス、
方法等を作り出す能力

（注） デジタル化と脱炭素化が進展し、高い成⾧率を実現できると仮定した推計結果。労働需要の増減と、各産業・職種の付
加価値の増減は連動しない点に留意。

（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」
（2015年）、 World Economic Forum “The future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., 
“The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング
状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 
2019」等を基に経済産業省が推計。

事務従事者

販売従事者

情報処理
・通信技術者

開発
・製造技術者

42 % 減少

26 % 減少

20 % 増加

11 % 増加

㊽経済産業省
「未来人材ビジョン」（令和4年5月）概要



求められる方向性
１．旧来の日本型雇用システムからの転換
（１）人を大切にする企業経営へ

・人的資本経営に取り組む企業による変化を加速させる「場」の創設
・インターンシップを積極的に活用する仕組みへの転換と一括採用の相対化

（２）労働移動が円滑に行われる社会に
・“ジョブ型雇用”の導入を検討する企業に向けたガイドラインの作成
・「学び直し成果を活用したキャリアアップ」を促進する仕組みの創設
・退職所得課税をはじめとする税制・社会保障制度を働き方に中立的な制度への見直し
・兼業・副業（社内兼業も含む）の一層の推進

２．好きなことに夢中になれる教育への転換
・公教育の外で才能育成・異能発掘を図る民間プログラムの全国ネットワークの創設
・大学・高専等における企業による共同講座の設置やコース・学科等の設置促進

140

従業員エンゲージメントの国際比較

（注） 「エンゲージメント」は、人事領域においては、 「個人と組織の成⾧の方向性が連動していて、互いに貢献し合える関係」といった意味で用いられる。

（出所）GALLUP “State of the Global Workplace 2021”、日本生命保険協会 「企業価値向上に向けた取り組みに関するアンケート」を基に経済産業省が作成。
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我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について
教育未来創造会議 第一次提言

・日本の社会と個人の未来は教育にある。教育の在り方を創造することは、教育による未来の個人の幸せ、社会の未来の豊かさの創造につながる。
・人への投資を通じた「成⾧と分配の好循環」を教育・人材育成においても実現し、「新しい資本主義」の実現に資する。

基
本
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念

在
り
た
い

社
会
像

目
指
し
た
い
人
材
育
成

・ 予測不可能な時代に必要な文理の壁を超えた普遍的知識・能力を備えた人材育成
・ デジタル、人工知能、グリーン（脱炭素化など）、農業、観光など科学技術や地域振興の成⾧分野をけん引する高度専門人材の育成

◎今後特に重視する人材育成の視点 ⇒ 産学官が目指すべき人材育成の大きな絵姿の提示

・ 現在女子学生の割合が特に少ない理工系等を専攻する女性の増加（現在の理工系学生割合:女性7％、男性28％）
・ 高い付加価値を生み出す修士・博士人材の増加
・ 全ての子供が努力する意思があれば学ぶことができる環境整備
・ 一生涯、何度でも学び続ける意識、学びのモチベーションの涵養
・ 年齢、性別、地域等にかかわらず誰もが学び活躍できる環境整備
・ 幼児期・義務教育段階から企業内までを通じた人材育成・教育への投資の強化

◎未来を支える人材像
好きなことを追究して高い専門性や技術力を身に付け、自分自身で課題を設定して、考えを深く掘り下げ、多様な人とコミュニケーションをとりながら、新たな価値やビジョンを創造し、
社会課題の解決を図っていく人材
＜高等教育で培う資質・能力＞
リテラシー/論理的思考力・規範的判断力/課題発見・解決能力/未来社会を構想・設計する力/高度専門職に必要な知識・能力

◎一人一人の多様な幸せと社会全体の豊かさの実現（ウェルビーイングを実現）
◎ジェンダーギャップや貧困など社会的分断の改善
◎社会課題への対応、SDGsへの貢献（国民全体のデジタルリテラシーの向上や地球規模の課題への対応）
◎生産性の向上と産業経済の活性化
◎全世代学習社会の構築

人
材
育
成
を

取
り
巻
く
課
題

・高等教育の発展と少子化の進行（18歳人口は2022年からの10年間で9％減少）
・デジタル人材の不足（2030年には先端IT人材が54.5万人不足）
・グリーン人材の不足

（2050カーボンニュートラル表明自治体のうち、約９割が外部人材の知見を必要とする）
・高等学校段階の理系離れ（高校において理系を選択する生徒は約２割）
・諸外国に比べて低い理工系の入学者

（学部段階:OECD平均27％、日本17％、うち女性:OECD平均15％、日本7％）

・諸外国に比べ少ない修士・博士号の取得者
（100万人当たり修士号取得者:英4,216人、独2,610人、米2,550人、日588人

博士号取得者:英375人、独336人、韓296人、日120人）
・世帯収入が少ないほど低い大学進学希望者
・諸外国に比べて低調な人材投資・自己啓発

（社外学習・自己啓発を行っていない個人の割合は、諸外国が2割を下回るのに対し、
我が国は半数近く）

・進まないリカレント教育

現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野の学問を専攻する学生の割合についてOECD諸国で最も高い水準である５割程度を目指す
など具体的な目標を設定

→ 今後5~10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体性を生かした取組を推進 141
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（１）進学者のニーズ等も踏まえた成⾧分野への大学等再編促進・産学官連携強化

①デジタル・グリーン等の成⾧分野への再編･統合･拡充を促進する仕組み構築
・大学設置に係る規制の大胆な緩和（専任教員数や校地・校舎の面積基準、標準設置経費等）

・再編に向けた初期投資（設備等整備、教育プログラム開発等）や開設年度からの継続的な支援

（複数年度にわたり予見可能性を持って再編に取り組めるよう継続的な支援の方策等を検討）

・教育の質や学生確保の見通しが十分でない大学等の定員増に関する設置認可審査の厳格化

・私学助成に関する全体の構造的な見直し（定員未充足大学の減額率の引き上げ、不交付の厳格化等）

・計画的な規模縮小・撤退等も含む経営指導の徹底

・修学支援新制度の機関要件の厳格化（定員充足率８割以上の大学とする等） 等

②高専、専門学校、大学校、専門高校の機能強化
・産業界や地域のニーズも踏まえた高専や専攻科の機能強化（デジタルなどの成⾧分野における定員増等）

・専門学校や高専への改編等も視野に入れた専門高校の充実 等

③大学の教育プログラム策定等における企業・地方公共団体の参画促進
④企業における人材投資に係る開示の充実
⑤地方公共団体と高等教育機関の連携強化促進
⑥地域における大学の充実や高等教育進学機会の拡充
⑦地域のニーズに合う人材育成のための産学官の連携強化（半導体、蓄電池）

（２）学部・大学院を通じた文理横断教育の推進と卒業後の人材受入れ強化

①STEAM教育の強化・文理横断による総合知創出
・文理横断の観点からの入試出題科目見直し

・ダブルメジャー、レイトスペシャライゼーションを推進するためのインセンティブ付与

（教学マネジメント指針の見直し、設置認可審査や修学支援新制度の機関要件の審査での反映、

基盤的経費配分におけるメリハリ付け等） 等

②「出口での質保証」の強化
・設置基準の見直しなど、ST比（教員一人当たりの学生数）の改善による教育体制の充実 等

③大学院教育の強化
・トップレベルの研究型大学における学部から大学院への学内資源（定員等）の重点化 等

④博士課程学生向けジョブ型研究インターンシップの検証等
⑤大学等の技術シーズを活かした産学での博士課程学生の育成
⑥企業や官公庁における博士人材の採用・任用強化

１．未来を支える人材を育む大学等の機能強化
（３）理工系や農学系の分野をはじめとした女性の活躍推進

①女性活躍プログラムの強化
・女子学生の確保等に積極的に取り組む大学への基盤的経費による支援強化
・大学ガバナンスコードの見直し、女性の在籍・登用状況等の情報開示の促進 等

②官民共同修学支援プログラムの創設
③女子高校生の理系選択者の増加に向けた取組の推進

（４）グローバル人材の育成・活躍推進
①コロナ禍で停滞した国際的な学生交流の再構築
②産学官を挙げてのグローバル人材育成

・民間企業の寄附を通じて意欲ある学生の留学促進を行う「トビタテ!留学JAPAN」の
発展的推進 等

③高度外国人材の育成・活躍推進
④高度外国人材の子供への教育の推進

・インターナショナルスクールの誘致等推進 等

（５）デジタル技術を駆使したハイブリッド型教育への転換
①知識と知恵を得るハイブリッド型教育への転換促進
・オンライン教育の規制緩和特例の創設 等

②オンラインを活用した大学間連携の促進
③大学のDX促進
・デジタル技術やマイナンバーカードの活用促進 等

（６）大学法人のガバナンス強化
①社会のニーズを踏まえた大学法人運営の規律強化
・理事と評議員の兼職禁止、外部理事数の増、会計監査人による会計監査の制度化 等

②世界と伍する研究大学の形成に向けた専門人材の経営参画の推進
・「国際卓越研究大学」における自律と責任あるガバナンス体制確立 等

③大学の運営基盤の強化

（７）知識と知恵を得る初等中等教育の充実
①文理横断教育の推進
・高校段階の早期の文・理の学習コース分けからの転換 等

②個別最適な学びと協働的な学びの一体的な取組の推進
③課題発見・解決能力等を育む学習の充実
④女子高校生の理系選択者の増加に向けた取組の推進【再掲】
⑤子供の貧困対策の推進
⑥学校・家庭・地域の連携・協働による教育の推進
⑦分権型教育の推進
⑧在外教育施設の教育環境整備の推進 142



2．新たな時代に対応する学びの支援の充実

（１）学び直し成果の適切な評価
①学修歴や必要とされる能力・学びの可視化等
・個人の学修歴・職歴等に係るデジタル基盤整備
・マイナポータルと連携したジョブ・カードの電子化 等

②企業における学び直しの評価
・企業内での計画的な人材育成、スキル・学習成果重視の評価体系の導入
・通年・中途採用等の推進、社内起業・出向起業の支援等の取組の実践の促進
・従業員が大学講座等で学び直し、好成績を修めた場合における報酬や昇進等で処遇する企業
への新たな支援策の創設 等

③学び直し成果を活用したキャリアアップの促進
・キャリアコンサルティング・コーチングの実施、キャリアアップに向けた学び直しプランの策定と
プログラムの実施、その後の伴走支援を一気通貫で行う仕組みの創設 等

（２）学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備
①費用、時間等の問題を解決するための支援
・教育訓練給付制度の対象外である者（自営業者等）に対する支援の実施
・人材開発支援助成金制度におけるIT技術の知識・技能を習得させる訓練を高率助成に
位置付けることなどによるデジタル人材育成の推進 等

②高卒程度認定資格取得のための学び直しの支援
③高齢世代の学び直しの促進

３．学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備

（１）学部段階の給付型奨学金と授業料減免の中間層への拡大
・修学支援新制度の機関要件の厳格化を図りつつ、現在対象外の中間所得層について、
多子世帯や理工系・農学系の学部で学ぶ学生等への支援に関し必要な改善の実施

（２）ライフイベントに応じた柔軟な返還（出世払い）の仕組みの創設
・現行の貸与型奨学金について、無利子・有利子に関わらず、現在返還中の者も含めて利用できるよう、
ライフイベント等も踏まえ、 返還者の判断で柔軟に返還できる仕組みを創設

・在学中は授業料を徴収せず、卒業（修了）後の所得に応じた返還・納付を可能とする新たな制度を、
大学院段階において導入

→ これらにより大学・大学院・高専等で学ぶ者がいずれも卒業後の所得に応じて柔軟に返還できる
出世払いの仕組みを創設

（３）官民共同修学支援プログラムの創設【再掲】

（３）女性の学び直しの支援
①女性の学び直しを促進するための環境整備
・地方公共団体におけるデジタルスキルの取得とスキルを生かした就労を支援するための地域の
実情に応じた取組に対する地域女性活躍推進交付金による支援 等

②女性の学び直しのためのプログラムの充実
・地域の大学・高専等における女性向けを含むデジタルリテラシー向上や管理職へのキャリアアップ等
のために実施する実践的なプログラム等への支援 等

（４）企業・教育機関・地方公共団体等の連携による体制整備
①リカレント教育について産学官で対話、連携を促進するための場の設置
・都道府県単位で産学官関係者が協議する場の整備
・地域の人材ニーズに対応した教育訓練コースの設定、教育訓練の効果検証等の推進
・地域の産学官が連携して人材マッチング・育成等を総合的に行う「地域の人事部」の構築
②企業におけるリカレント教育による人材育成の強化
・企業と大学等の共同講座設置支援
・企業におけるリカレント教育推進に向けたガイドラインの策定 等
③大学等におけるリカレント教育の強化
・大学における継続的なリカレント教育の実施強化を行うためのガイドラインの策定
・リカレント教育推進に向けた組織の整備等、産業界を巻き込んだ仕組みづくりの支援 等
④地域におけるデジタル・グリーン分野等の人材育成
・DX等成⾧分野のリテラシーレベルの能力取得・リスキリングを実施するプログラムへの支援
・脱炭素化に向けた高等教育機関が地域と課題解決に取り組む中での人材育成の支援
・農業大学校等におけるスマート農林水産業のカリキュラム充実、デジタル人材育成
・IT、マーケティング、地域振興の知見・スキルを有する観光人材の育成推進 等

（４）博士課程学生に対する支援の充実
・トップ層の若手研究者の個人支援や所属大学を通じた機関支援等の充実

（５）地方公共団体や企業による奨学金の返還支援
・若者が抱える奨学金の返還を地方公共団体が支援する取組の推進
・企業による代理返還制度の活用を推進するための仕組みの検討

(日本学生支援機構以外の奨学金や、海外の奨学金も含む）

（６）入学料等の入学前の負担軽減
・入学料の納付が困難な学生等について、納入時期を入学後に猶予する等の弾力的な
取扱いの徹底

（７）早期からの幅広い情報提供
・奨学金に関する初等中等教育段階からの情報提供の促進
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国内外における情勢変化 科学技術・イノベーション政策の振り返り

○ 世界秩序の再編の始まりと、科学技術・イノベーションを中核と
する国家間の覇権争いの激化

○ 気候危機などグローバル・アジェンダの脅威の現実化
○ ITプラットフォーマーによる情報独占と、巨大な富の偏在化

○ 目的化したデジタル化と相対的な研究力の低下
－ デジタル化は既存の業務の効率化が中心、その本来の力が未活用
－ 論文に関する国際的地位の低下傾向や厳しい研究環境が継続

○ 科学技術基本法の改正
科学技術・イノベーション政策は、自然科学と人文・社会科学を融合した
「総合知」により、人間や社会の総合的理解と課題解決に資するものへ

○ 国際社会の大きな変化
－ 感染拡大防止と経済活動維持のためのスピード感のある社会変革
－ サプライチェーン寸断が迫る各国経済の持続性と強靱性の見直し

○ 激変する国内生活
－ テレワークやオンライン教育をはじめ、新しい生活様式への変化

現状認識

科学技術・イノベーション基本計画（概要）

新型コロナウイルス感染症の拡大

加
速

我が国が目指す社会（Society 5.0）

【経済的な豊かさと質的な豊かさの実現】
誰もが能力を伸ばせる教育と、それを活かした多様な働き方を可能とする労働・雇用環境の実現
人生100年時代に生涯にわたり生き生きと社会参加し続けられる環境の実現
人々が夢を持ち続け、コミュニティにおける自らの存在を常に肯定し活躍できる社会の実現

一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会

サイバー空間とフィジカル空間の融合によ
る持続可能で強靱な社会への変革

新たな社会を支える人材の育成
新たな社会を設計し、
価値創造の源泉となる「知」の創造

「グローバル課題への対応」と「国内の社会構造の改革」の両立が不可欠

 総合知やエビデンスを活用しつつ、未来像からの「バックキャスト」を含めた「フォーサイト」に基づき政策を立案し、評価を通じて機動的に改善
 5年間で、政府の研究開発投資の総額 30兆円、官民合わせた研究開発投資の総額 120兆円 を目指す

Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

（１） サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出
• 政府のデジタル化、デジタル庁の発足、データ戦略の完遂（ベースレジストリ整備等）
• Beyond 5G、スパコン、宇宙システム、量子技術、半導体等の次世代インフラ・技術の整備・開発

（２） 地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続なイノベーションの推進
• カーボンニュートラルに向けた研究開発（基金活用等）、循環経済への移行

（３） レジリエントで安全・安心な社会の構築
• 脅威に対応するための重要技術の特定と研究開発、社会実装及び流出対策の推進

（４） 価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成
• SBIR制度やアントレ教育の推進、スタートアップ拠点都市形成、産学官共創システムの強化

（５） 次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）
• スマートシティ・スーパーシティの創出、官民連携プラットフォームによる全国展開、万博での国際展開

（６） 様々な社会課題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用
• 総合知の活用による社会実装、エビデンスに基づく国家戦略※の見直し・策定と研究開発等の推進
• ムーンショットやSIP等の推進、知財・標準の活用等による市場獲得、科学技術外交の推進

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革

（１） 多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築
• 博士課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大、若手研究者ポストの確保
• 女性研究者の活躍促進、基礎研究・学術研究の振興、国際共同研究・国際頭脳循環の推進
• 人文・社会科学の振興と総合知の創出（ファンディング強化、人文・社会科学研究のDX）

（２） 新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
• 研究データの管理・利活用、スマートラボ・AI等を活用した研究の加速
• 研究施設・設備・機器の整備・共用、研究DXが開拓する新しい研究コミュニティ・環境の醸成

（３） 大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張
• 多様で個性的な大学群の形成（真の経営体への転換、世界と伍する研究大学の更なる成⾧）
• 10兆円規模の大学ファンドの創設

知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

探究力と学び続ける姿勢を強化する教育・人材育成システムへの転換
• 初等中等教育段階からのSTEAM教育やGIGAスクール構想の推進、教師の負担軽減
• 大学等における多様なカリキュラムやプログラムの提供、リカレント教育を促進する環境・文化の醸成

一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

※AI技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業等

国際社会に発信し、世界の人材と投資を呼び込むこの社会像に「信頼」や「分かち合い」を重んじる我が国の伝統的価値観を重ね、Society 5.０を実現

社
会
か
ら
の
要
請

知
と
人
材
の
投
入

【持続可能性の確保】
 SDGsの達成を見据えた持続可能な地球環境の実現
現世代のニーズを満たし、将来の世代が豊かに生

きていける社会の実現

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会

【強靱性の確保】
災害や感染症、サイバーテロ、サプライチェーン

寸断等の脅威に対する持続可能で強靭な社
会の構築及び総合的な安全保障の実現

Society 5.0の実現に必要なもの

「総合知による社会変革」と「知・人への投資」の
好循環
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OECDラーニング・コンパス（学びの羅針盤）2030は、OECD Future of Education and Skills 2030プロジェクト※の
成果であり、教育の未来に向けての望ましい未来像を描いた、進化し続ける学習の枠組みです。教育の幅広い目標を支えるとともに、
個人のウェルビーイングと集団のウェルビーイングに向けた方向性を示しています。

※2011年にOECDと日本で開始した「OECD東北スクール」事業を多国間の枠組みに発展させ、2030年以降の未来を形作るため生徒に求められるコンピテンシーを
明確化するとともに、このコンピテンシーを育む教師の資質や教育環境等を検討することを目的としたOECDの事業。

その構成要素には、学びの中核的な基盤、知識、スキル、態度と価値、より良い未来の創造に向けた変革を起こすコンピテンシーや、
見通し(Anticipation)・行動(Action)・振り返り(Reflection)のAARサイクルが含まれます。また、ラーニング・コンパスは、
生徒が周囲の人々、事象、状況をより良いものにすることを学ぶ上で、責任ある有意義な行動を取るための方向性を決めるために生
徒が使うことができるツールであることから、生徒エージェンシーは、ラーニングコンパスの中心的な概念です。

OECDラーニング・コンパス（学びの羅針盤）2030

学びの中核的基盤
カリキュラム全体を通して学習する
ために必要となる基礎的な条件や主
要な知識、スキル、態度及び価値観
を指します。

見通し・行動・振り返りサイクル
学習者が継続的に自らの思考を改善
し、集団のウェルビーイングに向か
って意図的に、また責任を持って行
動するための反復的な学習プロセス
です。

OECD「Conceptual learning framework LEARNING COMPASS2030」（2019年5月）をもとに作成

より良い未来の創造に向けた変革
を起こすコンピテンシー
新たな価値を創造する力、責任ある
行動をとる力、対立やジレンマに対
処する力は未来を形づくり、そこで
活躍するための必要な能力です。

生徒エージェンシー
生徒が教師の決まりきった指導や指
示をそのまま受け入れるのではなく、
未知なる環境の中で自立で歩みを進
め、意味のある、また責任感を伴う
方法で進むべき方法を見出す必要性
が強調されています。
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OECD Learning Framework 2030

知識

スキル

態度及び価値観

新たな価値を
創造する力

対立やジレンマを
克服する力

責任ある行動
をとる力

OECD学習枠組み2030

エージェンシー

※1 変化を起こすために、自分で目標を設定し、振り返り、責任をもって行動する能力

※2 日本語訳は白井俊著『OECD Education 2030プロジェクトが描く教育の未来』 （ミネルヴァ書房、2020年） を参照

教科の知識

教科横断的な知識

エピスデミックな知識

手続的知識

認知的・メタ認知スキル

社会・情動的スキル

身体・実用的スキル

個人の態度及び価値観

地域の態度及び価値観

社会全体の態度及び価値観

グローバルな態度及び価値観

出典：「The future of education and skills education 2030」（oecd-education-2030-position-paper.pdf (observatorioeducacion.org)）

親 教師

コミュニティ 仲間たち
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52ユネスコ「教育の未来」 グローバル・レポート
REIMAGINING OUR FUTURES TOGETHER: A new social contract for education（概要）

令和元年国連総会における国連事務総長の要望を受け、ユネスコが実施したグローバルイニシアティブ。

「教育の未来」国際委員会において、複雑、矛盾、不確実な世界における教育を再考し、教育の未来に関するグローバル・レポートを
作成。2021年11月の第41回ユネスコ総会において公表。

Ⅰ．経緯

Ⅱ．グローバル・レポートについて

（３）教育の未来グローバル・レポート「ショートサマリー（仮訳）」
※グローバル・レポート（以下ユネスコHP参照）より抜粋。（https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000379707.locale=en）

教育の新たな社会的契約

我々人類及び地球は脅威にさらされている。パンデミックは我々の脆弱性及び相互関連性を証明しただけである。つまり、まさに今、方針を変え将
来を再考するために、緊急の行動が必要とされている。教育の未来国際委員会により作成された本レポートは、根底からの変化をもたらす教育の
力を認識している。我々は、全ての子ども、若者及び成人への質の高い教育を受ける権利を確保するという実現できていない約束の履行、そして、
持続可能な集団的未来へ向けた道筋としての教育の変革的可能性の実現という二つの課題に直面している。この実現のために、我々は、将来を変
革しつつ、不公平を是正しうる新たな社会的契約が必要である。

この新たな社会的契約は、人権に基づき、不差別、社会的正義、命の尊重、人間の尊厳及び文化多様性に基づいていなければならない。また、ケ
アの倫理、相互関係及び連帯性を含んだものでなければならない。そして、公共の試み及び公益として、教育を強化しなければならない。

本レポートは、作成に2年を要し、およそ100万人が関わったグローバルな協議過程によって作成されたものであるが、世界中の政府、機関、組織

及び市民に対し、全ての人々にとって平和的で、公正で、持続可能な未来を構築する手助けとなる教育への新たな社会的契約を築き上げることを
要請する。

ここで示されたビジョン、原則及び提案は、単なる出発点に過ぎない。それらを解釈し、文脈に合わせていくことに、総力を挙げて取り組む必要があ
る。多くの光明は既に存在している。本報告書は、それらを捉え構築しようとするものである。マニュアルでも青写真でもなく、極めて重要な会話の第
一歩である。

（２）教育の新しい社会契約の基礎となる原則
・生涯にわたって質の高い教育の権利を保障すること
・共有された社会的努力及び公共財として教育を強化すること

（１）レポート・タイトル
私たちの教育を共に再考する： 教育のための新しい社会契約（仮訳）


